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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 平成18年度中 平成19年度中 平成20年度中 平成18年度 平成19年度

会計期間

自平成18年
４月１日
至平成18年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成19年
９月30日

自平成20年
１月１日
至平成20年
６月30日

自平成18年
４月１日
至平成19年
３月31日

自平成19年
４月１日
至平成19年

12月31日

営業収益（百万円） 16,669 16,486 16,298 33,207 24,898

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
6,346 △2,974 1,720 11,307 △2,259

中間（当期）純利益又は中間(当

期）純損失（△）（百万円）
3,590 △3,681 1,085 6,400 △3,507

純資産額（百万円） 73,797 72,251 73,366 75,630 72,313

総資産額（百万円） 532,062 531,532 567,763 551,663 534,901

１株当たり純資産額（円） 1,851.55 1,805.46 2,292,714,145.03 1,896.15 2,259,800,283.75

１株当たり中間（当期）純利益金額

又は１株当たり中間（当期）純損失

金額（△）（円）

90.09 △92.05 33,921,482.38 160.59
△

109,605,176.63

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額（円）
86.89 － － 154.89 －

自己資本比率（％） 13.9 13.6 12.9 13.7 13.5

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
44,520 51,729 29,650 83,040 84,863

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
△60,036 △47,278 △64,334 △112,416 △78,539

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円）
16,633 △15,104 32,804 33,074 △17,633

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（百万円）
12,222 4,149 1,616 14,804 3,494

従業員数（人）

（外、平均臨時雇用者数）

831

(274)

850

(330)

878

(309)

851

(277)

847

(287)

　（注）１．上記の記載金額は、消費税等抜きで表示しております。

２．平成19年度中及び平成19年度の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式

が存在するものの、１株当たり中間（当期）純損失であるため、記載しておりません。

　　　　３. 平成20年度中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

　　　　　　おりません。　

　　　　４. 平成19年度及び平成20年度中において、１株当たり純資産及び１株当たり中間純利益金額又は１株当たり

　　　　　　当期純損失金額を計算するに当たり、平成19年11月20日に、全部取得条項付普通株式を全株取得し、その

　　　　　　取得の対価としてＡ種種類株式32株を発行していることから、１株当たり純資産については、期末純資産

　　　　　　をＡ種種類株式32株で除して、１株当たり中間純利益金額又は１株当たり当期純損失金額については、

　　　　　　中間純利益金額又は当期純損失金額をＡ種種類株式32株で除してそれぞれ計算しております。

５. 平成19年度は、決算期変更により平成19年４月１日から平成19年12月31日までの９ヶ月間となっておりま

す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期

会計期間

自平成18年
４月１日
至平成18年
９月30日

自平成19年
４月１日
至平成19年
９月30日

自平成20年
１月１日
至平成20年
６月30日

自平成18年
４月１日
至平成19年
３月31日

自平成19年
４月１日
至平成19年

12月31日

営業収益（百万円） 15,682 15,537 14,860 31,283 22,725

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
5,983 △3,217 1,196 10,590 △2,507

中間（当期）純利益又は中間（当

期）純損失（△）（百万円）
3,393 △3,782 629 6,281 △3,610

資本金（百万円） 19,902 20,150 20,150 19,902 20,150

発行済株式総数（株） 39,957,101 40,118,801

全部取得条項付

普通株式

40,118,801

A種種類株式

32

39,957,101

全部取得条項付

普通株式

40,118,801

A種種類株式

32

純資産額（百万円） 71,086 69,518 70,175 72,998 69,578

総資産額（百万円） 523,162 528,538 565,153 542,779 532,326

１株当たり純資産額（円） 1,783.54 1,737.17 2,192,969,419.16 1,830.11 2,174,314,240.72

１株当たり中間（当期）純利益金額

又は１株当たり中間（当期）純損失

金額（△）（円）

85.14 △94.56 19,662,799.53 157.61
△

112,834,673.38

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額（円）
82.12 － － 152.01 －

１株当たり配当額（円） 20.00 － － 20.00 －

自己資本比率（％） 13.6 13.2 12.4 13.4 13.1

従業員数（人）

（外、平均臨時雇用者数）

773

(269)

796

(323)

823

(302)

792

(272)

793

(281)

　（注）１．上記の記載金額は、消費税等抜きで表示しております。

２．第47期中及び第47期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在す

るものの、１株当たり中間（当期）純損失であるため、記載しておりません。

　　　　３. 第48期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

　　　　　　おりません。

４．第46期中及び第46期の１株当たり配当額20円は、上場10周年記念配当３円を含んでおります。

　　　　５. 第47期及び第48期中において、１株当たり純資産及び１株当たり中間純利益金額又は１株当たり当期純

　　　　　　損失金額を計算するに当たり、平成19年11月20日に、全部取得条項付普通株式を全株取得し、その取得の

　　　　　　対価としてＡ種種類株式32株を発行していることから、１株当たり純資産については、期末純資産をＡ種

　　　　　　種類株式32株で除して、１株当たり中間純利益金額又は１株当たり当期純損失金額については、中間純　

　　　　　　利益金額又は当期純損失金額をＡ種種類株式32株で除してそれぞれ計算しております。

　　　　６. 第47期は、決算期変更により平成19年４月１日から平成19年12月31日までの９ヶ月間になっております。　
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２【事業の内容】

　　　当中間連結会計期間において、当社企業グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　　また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　　　当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

事業部門別 従業員数（人）

全社（共通） 878 (309)

合計 878 (309)

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（　）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

２．当社企業グループの従業員は、複数の事業部門に従事しており、部門別の記載が困難なため、全社(共通)で記

載しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数　（人） 823 (302) 

　（注）　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（　）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。

(3）労働組合の状況

　労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、サブプライムローン問題を背景とするアメリカ経済の先行き不透明

感、原油をはじめとする原材料価格の高騰に伴う企業収益の悪化、改正建築基準法の施行に伴う住宅着工数の減少

などが重なり、厳しい状況が続いております。

　当業界におきましても、リース取扱高は、リース会計基準の変更による影響もあり、情報通信機器、事務用機器、産

業機械、輸送用機器、商業及びサービス業用機器など全体的に伸び悩んでおります。

　こうした中にあって、当社グループでは、ＧＥグループのグローバルルールに沿ったリスク管理体制の構築・シス

テムの改善・人材教育の強化をすすめるとともに、営業面ではＧＥグループ内のクロスセル効果により事業の拡大

に努めてまいりました。

　小口リース事業では、自動車や食品関連の設備機器等の取扱高は増加しましたが、産業機器やサービス業用機器等

の取扱高が減少した結果、全体として取扱高は前年に比べ若干減少しました。

　融資事業では、リスク管理体制の強化に努め、取扱案件の選別を強化した結果、取扱高は大幅に減少しました。

　信用リスク管理面においては、大口債権・取扱店の途上管理強化を一段と推し進めるとともに、全社横断的なリス

ク管理部門を立ち上げ、債権回収の強化を推進しました。

　資金調達面では、金利上昇の局面の中、安定資金の調達のためＧＥグループからの資金調達を行いました。

　この結果、連結の業績は、営業債権残高は前連結会計年度末比1.2%減の7,837億3千8百万円、営業収益は162億9千8百

万円、経常利益は17億2千万円となりました。また、中間純利益は10億8千5百万円となりました。

　なお、前連結会計年度は決算期変更に伴い、平成19年4月1日から平成19年12月31日までの９ヶ月となっております

ので、当中間連結会計期間の業績につきましては、営業債権残高を除いて前年同期比較は行っておりません。

　

　部門別の業績は次のとおりであります。

①クレジット取引

　クレジット取引は、信用保証取引からのシフトにより、営業債権残高は前期末比125.1％増の430億6千7百万円と

なりました。

②信用保証取引

　信用保証取引は、クレジット取引へシフトした結果、営業債権残高は前期末比14.6％減の1,128億6千7百万円とな

りました。

③リース・レンタル取引

　リース・レンタル取引につきましては、産業機器やサービス業用機器等の取扱高が減少した結果、営業債権残高

は前期末比3.4％減の4,538億5千5百万円となりました。

④融資取引

　融資取引は、不動産関連融資は急激に悪化しつつある市況を勘案し、案件の選別を強化し取扱高が減少した結

果、営業債権残高は前期末比0.5％減の1,416億2千万円となりました。

⑤営業有価証券取引

　営業有価証券取引は、不動産関連取引の増加により、営業債権残高は前期末比8.8％増の308億8千9百万円となり

ました。

(2）キャッシュ・フロー

　当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前期末比18億7千8百万円減少し、16億1千6百万円となりました。

　なお、前連結会計年度は決算期変更に伴い９ヶ月となっているため、前年同期比較は行っておりません。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益17億2千万円に対し、非資金取引である減価償

却費450億8千3百万円、有形・無形固定資産除却損101億1百万円及び貸倒引当金・ローン保証引当金の減少額83

億9千6百万円、売上債権の増加額132億6千4百万円等により、296億5千万円の収入となりました。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形・無形固定資産の取得による支出660億5千5百万円等により、643億

3千4百万円の支出となりました。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加639億6千1百万円による収入に対し、長期借入金の返

済127億円及び債権証券化支払債務の償還184億5千6百万円等の支出により、328億4百万円の収入となりました。

(3）特定金融会社等の開示に関する内閣府令に基づく営業貸付金の状況

　「特定金融会社等の開示に関する内閣府令」（平成11年５月19日　大蔵省令第57号）に基づく、提出会社における

営業貸付金の状況は次のとおりであります。
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①　貸付金の種別残高内訳

　 平成20年６月30日現在

貸付種別 件数（件）
構成割合
（％）

残高
（百万円）

構成割合
（％）

平均約定金利
（％）

消費者向

無担保

（住宅向を除く）
131 26.46 119 0.09 5.68

有担保

（住宅向を除く）
－ － － － －

住宅向 － － － － －

計 131 26.46 119 0.09 5.68

事業者向 計 364 73.54 138,473 99.91 3.89

合計 495 100.00 138,593 100.00 3.89

②　資金調達内訳

　 平成20年６月30日現在

借入先等 残高（百万円） 平均調達金利（％）

金融機関等からの借入 368,324 1.49

その他 99,698 1.30

 社債・ＣＰ 25,000 1.86

合計 468,023 1.45

自己資本 70,175 －

 資本金・出資額 20,150 －

③　業種別貸付金残高内訳

　 平成20年６月30日現在

業種別 先数（件） 構成割合（％） 残高（百万円） 構成割合（％）

製造業 － － － －

建設業 － － － －

電気・ガス・熱供給・水道業 － － － －

運輸・通信業 － － － －

卸売・小売業、飲食店 50 12.19 4,015 2.90

金融・保険業 5 1.22 24,974 18.02

不動産業 135 32.93 78,812 56.87

サービス業 89 21.71 30,671 22.13

個人 131 31.95 119 0.08

その他 － － － －

合計 410 100.00 138,593 100.00

④　担保別貸付金残高内訳

　 平成20年６月30日現在

受入担保の種類 残高（百万円） 構成割合（％）

有価証券 － －

 うち株式 － －

債権 34,182 24.66
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受入担保の種類 残高（百万円） 構成割合（％）

 うち預金 － －

商品 － －

不動産 37,608 27.14

財団 － －

その他 － －

計 71,791 51.80

保証 － －

無担保 66,802 48.20

合計 138,593 100.00

⑤　期間別貸付金残高内訳

　 平成20年６月30日現在

期間別 件数（件） 構成割合（％） 残高（百万円） 構成割合（％）

　極度借入基本契約 84 16.97 25,192 18.18

１年以下 127 25.66 12,656 9.13

１年超５年以下 138 27.88 65,459 47.23

５年超10年以下 86 17.37 12,912 9.32

10年超15年以下 53 10.71 18,486 13.34

15年超20年以下 6 1.21 3,324 2.40

20年超25年以下　 1 0.20 562 0.40

25年超　 － － － －

合計 495 100.00 138,593 100.00

１件当たり平均期間（年） －

　（注）１．期間は、約定期間によっております。

２．極度借入基本契約は、一定の利用限度枠を決めておき、その枠内で利用できる契約であります。

３．「１件当たり平均期間」は、極度借入基本契約を含んでおりますので算出しておりません。
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２【営業実績】

　当中間連結会計期間における営業実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

(1）部門別営業収益

事業部門別 金額（百万円） 対前年同期増減率（％）

クレジット取引 724 －

信用保証取引 737 －

リース・レンタル取引 9,188 －

融資取引 4,228 －

営業有価証券取引 731 －

その他取引 688 －

合計 16,298 －

　(注）前中間連結会計期間は平成19年４月１日から平成19年９月30日となっており、期間が対応していないため、

　　　 前年同期比較は行っておりません。

　

(2）部門別営業債権残高

事業部門別 金額（百万円） 対前期末増減率（％）

クレジット取引 43,067 125.1

信用保証取引 112,867 △14.6

リース・レンタル取引 453,855 △3.4

融資取引 141,620 △0.5

営業有価証券取引 30,889 8.8

その他取引 1,437 5.1

合計 783,738 △1.2

(3）部門別取扱高

事業部門別 金額（百万円） 対前年同期増減率（％）

クレジット取引 30,318 －

信用保証取引 6,188 －

リース・レンタル取引 80,525 －

融資取引 35,071 －

営業有価証券取引 5,733 －

その他取引 2,734 －

合計 160,572 －

　（注）１. 取扱高は顧客との契約金額で、消費税等を含んでおります。

　　　　２. 前中間連結会計期間は平成19年４月１日から平成19年９月30日となっており、期間が対応していないため、

　　　　　　前年同期比較は行っておりません。
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３【対処すべき課題】

　今後の見通しにつきましては、景気の不透明感が広がる中、各種法制度の見直しや金利上昇等、当業界における環境

変化の影響はますます大きくなるものと考えております。

　こうした中にあって、当社は、ＧＥグループ入りによる相乗効果をさらに高めるとともに、お客様に様々な金融サー

ビスや付加価値を提供し、新規取引先拡大や既存取引先との関係強化を一段と強めてまいります。他方、業務組織体制

の見直しやプロセスの改善等により業務効率をさらに高めることで小口リース事業を強化してまいります。

　融資事業においては、ノンリコースローンに注力し、持続的成長につながる事業基盤の確立を目指し、新商品の開発

にも注力してまいります。

４【経営上の重要な契約等】

（１）株式会社三洋ビジネスプラニング、株式会社三洋カーシステムの吸収合併

１．合併の目的

　ＧＥ三洋クレジットグループの経営体制をより効率的にかつ迅速な意思決定を行うため、平成20年８月１日

を効力発生日として、当社100％子会社である株式会社三洋ビジネスプラニング及び株式会社三洋カーシステ

ムを吸収合併いたしました。

２．詳細については、「第５　経理の状況　１中間連結財務諸表等　（１）中間連結財務諸表　注記事項　（重要な後

発事象）」に記載のとおりであります。

（２）合同会社ＳＴＶパートナーズの吸収合併

１．合併の目的

　General Electric Companyを親会社とするＧＥグループの日本における組織を合理化するため、当社を存続会

社とする合同会社ＳＴＶパートナーズとの合併契約を平成20年８月25日に締結いたしました。　

２．詳細については、「第５　経理の状況　１中間連結財務諸表等　（１）中間連結財務諸表　注記事項　（重要な後

発事象）」に記載のとおりであります。

（３）ＧＥジャパン・ホールディングス株式会社との株式交換

１．株式交換の目的

　General Electric Companyを親会社とするＧＥグループの日本における組織を合理化するため、ＧＥジャパン

・ホールディングス株式会社との間で当社を完全子会社とする株式交換契約を平成20年８月25日に締結いた

しました。

２．詳細については、「第５　経理の状況　１中間連結財務諸表等　（１）中間連結財務諸表　注記事項　（重要な後

発事象）」に記載のとおりであります。

（４）社債の発行

１．発行の目的

　当社は、平成20年９月16日に安定的な資金調達に資するため、無担保普通社債（私募債）を発行し193,918百

万円を資金調達いたしました。無担保普通社債（私募債）の資金調達に関して、資金使途は主として短期借入

金の返済に充当いたします。

２．詳細については、「第５　経理の状況　１中間連結財務諸表等　（１）中間連結財務諸表　注記事項　（重要な後

発事象）」に記載のとおりであります。

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあり

ません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

全部取得条項付普通株式 79,999,900

　Ａ種種類株式 100

計 80,000,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年９月22日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

全部取得条項付

普通株式
40,118,801 － 非上場 （注）１、３

Ａ種種類株式 32 32 －　 （注）２

計 40,118,833 32 － －

（注） １．全部取得条項付普通株式の内容は、次のとおりであります。

当社が発行する普通株式は、当社が株主総会の決議によってその全部を取得できることをその内容とす

る。当社が普通株式の全部を取得する場合には、普通株式の取得と引換えに、普通株式１株につきＡ種種類株

式を125万分の１株の割合をもって交付する。

 ２．Ａ種種類株式の内容は次のとおりであります。

当社は残余財産を分配するときは、Ａ種種類株式を有する株主またはＡ種種類株式の登録株式質権者に対

し、普通株式を有する株主または普通株式の登録株式質権者に先立ち、Ａ種種類株式１株につき１円を支払

う。Ａ種株主またはＡ種登録株式質権者に対してＡ種残余財産分配額の金額が分配された後、普通株主また

は普通登録株式質権者に対して残余財産の分配をする場合には、Ａ種株主またはＡ種登録株式質権者は、Ａ

種種類株式１株当たり、普通株式125万株当たりの残余財産分配額と同額の残余財産の分配を受ける。

３．平成20年７月17日開催の取締役会決議により、平成20年７月31日を効力発生日として会社法第178条の規　　　

    定に基づく自己株式の消却を行い、発行済株式総数が40,118,801株減少し、32株となっております。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

　平成20年１月１日～

平成20年６月30日
－ 40,118,833 － 20,150 － 20,319

（注）平成20年７月17日開催の取締役会決議により、平成20年７月31日を効力発生日として 会社法第178条の規定に

      基づく自己株式の消却を行い、発行済株式総数が40,118,801株減少し、32株となっております。
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（５）【大株主の状況】

　　　　①全部取得条項付普通株式

　 平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

ＧＥ三洋クレジット株式会社 大阪市中央区城見１丁目２番２７号 40,118,801 100.00

計 － 40,118,801 100.00

　

　　　　②Ａ種種類株式

　 平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

株式会社ＳＴＶパ－トナ－ズ（注） 東京都港区赤坂５丁目２番２０号

赤坂パ－クビル

32 100.00

計 － 32 100.00

（注）平成20年８月23日をもって合同会社ＳＴＶパートナーズに組織変更しております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

全部取得条項付普通株式

　　　40,118,800 

－ －

完全議決権株式（その他） Ａ種種類株式　　 　32　　 32 －

単元未満株式
全部取得条項付普通株式

　　　 1
－ －

発行済株式総数

全部取得条項付普通株

式　　　　　　　

            40,118,801

Ａ種種類株式　　　　32

－ －

総株主の議決権 － 32 －

　

 

②【自己株式等】

　全部取得条項付普通株式

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

　ＧＥ三洋クレジット　

株式会社

大阪市中央区城見

１丁目２番27号
40,118,800 － 40,118,800 100.00

計 － 40,118,800 － 40,118,800 100.00

　

２【株価の推移】

当社株式は非上場であり店頭取引がないため、該当事項はありません。
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３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1）役職の異動

新役名 新職名　 旧役名　 旧職名 氏名 異動年月日

取締役社長

（代表取締役）
ＣＥＯ

取締役社長

（代表取締役）

ＣＥＯ兼人事部・法務

部・マーケティング部

・クオリティ部・コン

プライアンス部担当

遠山　卓治　 平成20年４月１日　

取締役

執行役員Ｃ

ＦＯ総務部

担当兼財務

部長　

取締役　

上席執行役員兼ＣＦＯ

兼総務部・財務部担当

兼財務部長　

田村　茂　 平成20年４月１日　　

取締役

執行役員兼

営業統括本

部長　

取締役　

上席執行役員営業統括

本部担当兼営業統括本

部長兼営業シナジー推

進ＰＪ担当　

白根　健二郎　 平成20年４月１日　　
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　

(3）当社は、平成19年12月14日開催の臨時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を３月31日から12月31

日に変更いたしました。

　これに伴い、当中間連結会計期間及び当中間会計期間は平成20年１月１日から平成20年６月30日までとなってお

ります。

　なお、前連結会計年度及び前事業年度は、平成19年４月１日から平成19年12月31日までの９ヶ月間となっておりま

す。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年

９月30日まで）及び当中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の中間連結財務諸表並び

に前中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成20年１月１日から平

成20年６月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  
前中間連結会計期間末

（平成19年９月30日）

当中間連結会計期間末

（平成20年６月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金 ※6　  4,149   1,616   3,494  

２．受取手形及び売掛
金

　  59,508   70,676   57,412  

３．営業貸付金   147,502   137,756   140,395  

４．営業有価証券 　  25,649   30,889   28,396  

５．たな卸資産   26   33   34  

６．繰延税金資産   4,568   3,237   4,081  

７．その他   5,713   11,260   10,502  

貸倒引当金   △26,188   △14,836   △25,518  

流動資産合計   220,930 41.6  240,633 42.4  218,799 40.9

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※1          

(1）貸与資産  209,785   226,451   215,869   

(2）その他  250 210,036  357 226,808  249 216,119  

２．無形固定資産           

(1）貸与資産  76,033   75,663   75,711   

(2）その他  1,734 77,767  1,500 77,163  1,629 77,340  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 　 13,060   12,193   12,415   

(2）固定化営業債権 ※7　 2,078   7,020   5,107   

(3）繰延税金資産  6,056   6,846   6,538   

(4）その他  3,336   3,424   3,104   

貸倒引当金  △1,732 22,798  △6,329 23,157  △4,523 22,642  

固定資産合計   310,602 58.4  327,129 57.6  316,102 59.1

資産合計   531,532 100.0  567,763 100.0  534,901 100.0
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前中間連結会計期間末

（平成19年９月30日）

当中間連結会計期間末

（平成20年６月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．支払手形及び買掛
金

※6  4,343   4,435   3,320  

２．短期借入金   222,877   312,844   248,882  

３．１年以内返済予定
の長期借入金

  26,300   11,600   18,300  

４．１年以内償還予定
の社債

  －   10,000   －  

５．１年以内返済予定
の債権証券化支払
債務

※2  35,359   28,247   34,824  

６．未払法人税等   1,103   142   55  

７．ローン保証引当金   3,032   2,340   1,861  

８．賞与引当金   579   194   207  

９．割賦未実現利益   1,151   3,499   1,098  

10．その他   11,653   11,255   15,880  

流動負債合計   306,400 57.6  384,559 67.7  324,430 60.7

Ⅱ　固定負債           

１．社債   25,000   15,000   25,000  

２．長期借入金   60,300   43,050   49,050  

３．債権証券化支払債
務

※2  61,729   46,451   58,580  

４．退職給付引当金   5,089   4,722   4,966  

５．その他   762   613   559  

固定負債合計   152,880 28.8  109,837 19.4  138,157 25.8

負債合計   459,281 86.4  494,396 87.1  462,587 86.5

           

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

　１.　資本金   20,150 3.8  20,150 3.5  20,150 3.7

　２.　資本剰余金   20,319 3.8  20,319 3.6  20,319 3.8

　３.　利益剰余金   31,826 6.0  33,086 5.8  32,000 6.0

　４.　自己株式   △181 △0.0  △182 △0.0  △182 △0.0

　　株主資本合計   72,114 13.6  73,373 12.9  72,288 13.5

Ⅱ　評価・換算差額等           

　１.　その他有価証券　　　　
　　　　　　       評価差額
金

  61 0.0  △6 △0.0  25 0.0

　２.　繰延ヘッジ損益   75 0.0  － －  － －

　　評価・換算差額等合
　　計

  137 0.0  △6 △0.0  25 0.0

純資産合計   72,251 13.6  73,366 12.9  72,313 13.5

負債純資産合計   531,532 100.0  567,763 100.0  534,901 100.0
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②【中間連結損益計算書】

  

前中間連結会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益   16,486 100.0  16,298 100.0  24,898 100.0

Ⅱ　金融費用   2,645 16.0  2,985 18.3  4,005 16.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費           

１．貸倒引当金繰入額  7,816   3,592   11,406   

２．ローン保証引当金繰
入額

 1,532   700   484   

３．従業員給料手当  3,212   3,138   4,528   

４．退職給付費用  151   131   227   

５．手数料  1,068   1,302   1,626   

６．その他  2,563 16,345 99.2 3,062 11,929 73.2 4,947 23,222 93.3

営業利益又は営業損失
（△）

  △2,503 △15.2  1,383 8.5  △2,330 △9.4

Ⅳ　営業外収益           

１．受取利息  137   99   200   

２．受取配当金  12   90   15   

３．投資有価証券売却益  227   0   289   

４．持分法による投資利
益

 －   457   －   

５．その他  107 485 3.0 66 714 4.4 133 638 2.6

Ⅴ　営業外費用           

１．支払利息  131   64   193   

２. 投資有価証券売却　　
損 

 212   －   212   

３. 債権売却損　  494   －   －   

４. 固定資産処分損  6   1   6   

５．債権証券化費用  0   5   7   

６．持分法による投資損
　　　 　 失

 34   －   30   

７. 提携解消違約金　  －   200   －   

８．その他  75 955 5.8 106 377 2.3 117 568 2.3

経常利益又は経常損失
（△）

  △2,974 △18.0  1,720 10.6  △2,259 △9.1
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前中間連結会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益           

１. デリバティブ評価益  －   －   3   

２. デリバティブ解約益  50 50 0.4 － － － － 3 0.0

Ⅶ　特別損失           

１．役員退職慰労金  72   －   72   

２．投資有価証券評価損  －   －   121   

３．社名変更費用　  －   －   102   

４．米国会計アドバイス
費用　

　 －   －   280   

５. デリバティブ評価損 　 540   －   －   

６．デリバティブ解約損
　

　 －   －   578   

７．転換社債買入消却損 　 561 1,175 7.0 － － － 561 1,717 6.9

税金等調整前中間純利
益又は税金等調整前中
間（当期）純損失
（△）

  △4,098 △24.6  1,720 10.6  △3,973 △16.0

法人税、住民税及び事
業税

 1,000   77   870   

法人税等調整額  △1,417 △417 △2.3 557 634 3.9 △1,336 △466 △1.9

中間純利益又は中間
（当期）純損失（△）

  △3,681 △22.3  1,085 6.7  △3,507 △14.1
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

 　前中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

  株主資本

 資本金
新株式

申込証拠金
資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高
　　　　　　　　　（百万円）

19,902 56 20,071 35,508 △180 75,357

中間連結会計期間中の変動額       

　新株の発行 248 △56 248   439

　中間純損失    △3,681  △3,681

　自己株式の取得     △1 △1

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額）

      

中間連結会計期間中の変動額合
計　　　　　　　　（百万円）

248 △56 248 △3,681 △1 △3,243

平成19年９月30日残高
　　　 　　　（百万円）

20,150 － 20,319 31,826 △181 72,114

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高
　　　　　　　　　（百万円）

584 △311 273 75,630

中間連結会計期間中の変動額     

　新株の発行    439

　中間純損失    △3,681

　自己株式の取得    △1

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額）

△523 386 △136 △136

中間連結会計期間中の変動額合
計　　　　　　　　（百万円）

△523 386 △136 △3,379

平成19年９月30日残高
　　　 　　　（百万円）

61 75 137 72,251

 　当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）

  株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年12月31日残高
　　　　　　　　　（百万円）

20,150 20,319 32,000 △182 72,288

中間連結会計期間中の変動額      

　中間純利益   1,085  1,085

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額）
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  株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

中間連結会計期間中の変動額合
計　　　　　　　　（百万円）

－ － 1,085 － 1,085

平成20年６月30日残高
　　　 　　　（百万円）

20,150 20,319 33,086 △182 73,373

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年12月31日残高
　　　　　　　　　（百万円）

25 25 72,313

中間連結会計期間中の変動額    

　中間純利益   1,085

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純
額）

△32 △32 △32

中間連結会計期間中の変動額合
計　　　　　　　　（百万円）

△32 △32 1,053

平成20年６月30日残高
　　　 　　　（百万円）

△6 △6 73,366

 　前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成19年４月１日　至　平成19年12月31日）

  株主資本

 資本金
新株式申込
証拠金 

資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高
　　　　　　　　　（百万円）

19,902 56 20,071 35,508 △180 75,357

連結会計年度中の変動額       

　新株の発行 248 △56 248   439

　当期純損失    △3,507  △3,507

　自己株式の取得     △1 △1

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額）

      

連結会計年度中の変動額合計
　　　　　　　　　（百万円）

248 △56 248 △3,507 △1 △3,069

平成19年12月31日残高
　　　 　　　（百万円）

20,150 － 20,319 32,000 △182 72,288

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高
　　　　　　　　　（百万円）

584 △311 273 75,630

連結会計年度中の変動額     
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 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

　新株の発行    439

　当期純損失    △3,507

　自己株式の取得    △1

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額）

△559 311 △248 △248

連結会計年度中の変動額合計
　　　　　　　　　（百万円）

△559 311 △248 △3,317

平成19年12月31日残高
　　　 　　　（百万円）

25 － 25 72,313
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  

前中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書
(自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・
フロー

    

税金等調整前中間純利益又
は税金等調整前中間（当
期）純損失（△）

 △4,098 1,720 △3,973

減価償却費 ※1 44,809 45,083 66,296

有形・無形固定資産除却損 ※1 7,916 10,101 12,813

転換社債買入消却損  561 － 561

投資有価証券評価損  － － 121

投資有価証券売却損  212 － 212

退職給付引当金・役員退職
慰労引当金の増減額
（減少：△）

 △365 △244 △487

賞与引当金・役員賞与引当
金の増減額
（減少：△）

 △227 △13 △599

貸倒引当金・ローン保証引
当金の増減額
（減少：△）

 8,420 △8,396 9,368

割賦未実現利益の増減額
（減少：△）

 △124 2,401 △176

受取利息及び受取配当金  △150 △190 △215

支払利息  131 64 193

投資有価証券売却益  △227 △0 △289

持分法による投資損益
（利益：△)  34 △457 30

売上債権の増減額
（増加：△）

 △622 △13,264 1,473

営業貸付金の増減額
（増加：△）

 3,188 2,639 10,296

営業有価証券の増減額
（増加：△） 

 △3,460 △2,492 △6,208

仕入債務の増減額
（減少：△）

 △437 169 △871

その他  △1,238 △7,802 △51

小計  54,323 29,317 88,492

利息及び配当金の受取額  212 256 229

利息の支払額  △118 △87 △170

還付法人税額の受取額  － 212 －

法人税等の支払額  △2,688 △47 △3,687

営業活動によるキャッシュ・
フロー

 51,729 29,650 84,863
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前中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書
(自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・
フロー

    

有形・無形固定資産の取得
による支出

 △52,700 △66,055 △85,503

有形・無形固定資産の売却
による収入

 531 1,303 705

投資有価証券の取得による
支出

 － － △109

投資有価証券の売却及び償
還による収入

 5,348 738 6,944

その他  △458 △320 △576

投資活動によるキャッシュ・
フロー

 △47,278 △64,334 △78,539
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前中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フ
ロー計算書
(自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・
フロー

    

短期借入金の純増減額
（減少：△）

 104,177 63,961 130,182

コマーシャルペーパーの純
増減額（減少：△）

 △34,000 － △34,000

長期借入金の返済による支
出

 △61,120 △12,700 △80,370

社債・転換社債の償還によ
る支出

 △4,883 － △4,833

債権証券化の償還による支
出

 △19,716 △18,456 △28,999

株式の発行による収入  439 － 439

自己株式の取得による支出  △1 － △1

配当金の支払額  △0 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・
フロー

 △15,104 32,804 △17,633

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額
（減少：△）

 △10,654 △1,878 △11,309

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残
高

 14,804 3,494 14,804

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高

※2 4,149 1,616 3,494
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　２社

連結子会社の名称

株式会社三洋倶楽部

株式会社三洋ファイナンシャ

ルテクノロジー

(1）連結子会社の数

　同左

(1）連結子会社の数 　　

　同左

 (2）非連結子会社の名称

株式会社三洋ビジネスプラニ

ング

株式会社三洋カーシステム

有限会社サンヨー・シーアー

ル・キャピタル・リミテッド 

　

(2）非連結子会社の名称

　同左

(2）非連結子会社の名称

　同左

 （連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないためであります。

（連結の範囲から除いた理由）

　　　同左

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、いずれも小規

模であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。

  (追加情報）

 　 当中間連結会計期間より、「一

定の特別目的会社に係る開示に関

する適用指針」（企業会計基準適

用指針第15号　平成19年3月29日）

を適用しております。

──────  (追加情報）

　開示対象特別目的会社の概要、

開示対象特別目的会社を利用し

た取引の概要及び開示対象特別

目的会社との取引金額等につい

ては、「開示対象特別目的会社

関係」として記載しておりま

す。

　なお、当連結会計年度より、

「一定の特別目的会社に係る開

示に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第15号　平成19

年3月29日）を適用しておりま

す。

２．持分法の適用に関する事

項

(1）持分法適用の非連結子会社数

　３社

株式会社三洋ビジネスプラニ

ング

株式会社三洋カーシステム

有限会社サンヨー・シーアー

ル・キャピタル・リミテッド

(1）持分法適用の非連結子会社数

　　　　同左

　

(1）持分法適用の非連結子会社数

　　　　同左

　

 (2）持分法適用の関連会社数

　２社

株式会社ハナテン

ＲＳインベストメント株式会　

社

(2）持分法適用の関連会社数

　　　同左

　

　

(2）持分法適用の関連会社数

　　　　同左 　　　

　

 　

　

　

　

(3) 持分法適用会社のうち、決算日

が異なる会社については、当該会社

の直近の四半期決算をもとにした

仮決算により作成した財務諸表を

使用しております。　

(3) 　　同左　
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の中間会計期間の末日

は、中間連結決算日と一致してお

ります。

　同左 　連結子会社の事業年度の末日は、

連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法

①有価証券

満期保有目的債券

　償却原価法（定額法）によっ

ております。

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法

①有価証券

満期保有目的債券

　同左

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法

①有価証券

満期保有目的債券

　同左

 その他有価証券

時価のあるもの

　中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平

均法により算定）によって

おります。

その他有価証券

時価のあるもの

同左　

その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定）によっており

ます。

 時価のないもの

　移動平均法による原価法に

よっております。

時価のないもの

　同左

時価のないもの

　同左

 ②デリバティブ

　時価法によっております。

②デリバティブ

　同左

②デリバティブ

　同左

 ③たな卸資産

　仕掛品

　　個別法に基づく原価法によ　っ

ております。

③たな卸資産

　仕掛品

　同左

③たな卸資産

　仕掛品

　同左

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①貸与資産

　リース期間を償却年数とし、

リース期間満了時の処分見積価

額を残存価額とする定額法に

よっております。

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①貸与資産

　同左

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①貸与資産

　同左

 ②貸与資産以外の減価償却資産

有形固定資産

　定率法によっております。

  なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

　器具備品　　 ３～20年

②貸与資産以外の減価償却資産

有形固定資産

　　  同左

  

　

②貸与資産以外の減価償却資産

有形固定資産

　　  同左

     　

　　

  （会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当中

間連結会計期間より、平成19

年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しております。

　これによる営業損失、経常損

失及び税金等調整前中間純損

失に与える影響は軽微であり

ます。

──────

　

 （会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当連

結会計年度より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。

　これによる営業損失、経常損

失及び税金等調整前当期純損

失に与える影響は軽微であり

ます。

 無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づいて

おります。

無形固定資産

　同左

無形固定資産

　同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

 (3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　同左

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　同左

 ②ローン保証引当金

　提携ローン等に係る保証債務の

履行に伴って生じる損失に備え

るため、貸倒引当金の計上基準に

準じて計上しております。

②ローン保証引当金

　同左

②ローン保証引当金

　同左

 ③賞与引当金

　従業員への賞与の支払に備える

ため、従業員に対する賞与の支給

見込額のうち、当中間連結会計期

間に帰属する額を計上しており

ます。

③賞与引当金

　同左

③賞与引当金

　従業員への賞与の支払に備える

ため、従業員に対する賞与の支給

見込額のうち、当連結会計年度に

帰属する額を計上しております。

 ④退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間連結会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（12年）による定

額法により費用処理することと

しております。

　数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(12年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。

④退職給付引当金

　　同左

④退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（12年）に

よる定額法により費用処理して

おります。

　数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(12年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

 ⑤役員退職慰労引当金

──────

（追加情報）

　従来、役員の退職慰労金の支

出に備えるため、当社の内規に

基づく必要額を計上しており

ましたが、平成19年４月27日開

催の取締役会及び平成19年４

月26日開催の監査役会におい

て、平成19年６月21日の株主総

会終結の時をもって役員退職

慰労金制度を廃止することを

決定したことに伴い、同廃止日

以降について引当金の計上を

中止いたしました。この役員退

職慰労金制度の廃止に伴い、前

連結会計年度末役員退職慰労

引当金残高を取崩し、当中間連

結会計期間末未払額は長期未

払金として固定負債の「その

他」に含めて計上しておりま

す。

⑤　　  ──────　  

　

　

⑤役員退職慰労引当金 

 ──────

（追加情報）

　従来、役員の退職慰労金の支出

に備えるため、当社の内規に基づ

く必要額を計上しておりました

が、平成19年４月27日開催の取締

役会及び平成19年４月26日開催

の監査役会において、平成19年６

月21日の株主総会終結の時を

もって役員退職慰労金制度を廃

止することを決定したことに伴

い、同廃止日以降について引当金

の計上を中止いたしました。この

役員退職慰労金制度の廃止に伴

い、前連結会計年度末役員退職慰

労引当金残高を取崩し、当連結会

計年度末未払額は長期未払金と

して固定負債の「その他」に含

めて計上しております。
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

 (4）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によって

おります。

(4）重要なリース取引の処理方法

　同左

(4）重要なリース取引の処理方法

　同左

 (5）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

　ただし、金利スワップの特例処

理の要件を満たすものについて

は、特例処理を採用しておりま

す。

　なお、「リース業における金融

商品会計基準適用に関する当面

の会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第19号　平成12年11

月14日）における「負債の包括

ヘッジ」に関する暫定的な会計

処理を行っております。

(5）　　　────── 

　

　

(5）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

　ただし、金利スワップの特例処

理の要件を満たすものについて

は、特例処理を採用しておりま

す。

　なお、「リース業における金融

商品会計基準適用に関する当面

の会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告第19号　平成12年11

月14日）における「負債の包括

ヘッジ」に関する暫定的な会計

処理を行っております。

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段……金利スワッ

プ取引

・ヘッジ対象……借入金、コ

マーシャルペーパー及び社

債

　

　

②ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段……金利スワッ

プ取引

・ヘッジ対象……借入金、コ

マーシャルペーパー及び社

債

 ③ヘッジ方針

　当社は、長期固定料率の取引で

あるリース事業が中心でありま

すが、リース資産購入等の調達資

金は変動金利が主であり、金利変

動リスクを一定の範囲内に限定

する目的で金利スワップを利用

しております。

　

　

③ヘッジ方針

　当社は、長期固定料率の取引で

あるリース事業が中心でありま

すが、リース資産購入等の調達資

金は変動金利が主であり、金利変

動リスクを一定の範囲内に限定

する目的で金利スワップを利用

しております。

 ④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象となる負債及びそれ

に対応するリース契約等につい

て、ヘッジ手段となるデリバティ

ブ取引の想定元本がヘッジ対象

の範囲内となるよう収まってお

り、要件を満たしているかどうか

を定期的に検証しております。

　

　

④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象となる負債及びそれ

に対応するリース契約等につい

て、ヘッジ手段となるデリバティ

ブ取引の想定元本がヘッジ対象

の範囲内となるよう収まってお

り、要件を満たしているかどうか

を定期的に検証しております。
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

 ⑤その他

　当社のデリバティブ取引は、取

締役会で承認された社内規定に

基づいて執行・管理されており

ます。デリバティブ取引は財務部

が行っており、取組状況等は、毎

月の取締役会に報告しておりま

す。

　内部管理体制については、財務

部内において取引執行を資金課、

事務管理を主計課に分離し相互

牽制機能を持たせております。

　

     

⑤その他

　当社のデリバティブ取引は、取

締役会で承認された社内規定に

基づいて執行・管理されており

ます。デリバティブ取引は財務部

が行っており、デリバティブ取引

の取組状況等は、毎月の取締役会

に報告しております。

　内部管理体制については、財務

部内において取引執行を資金課、

事務管理を主計課に分離し相互

牽制機能を持たせております。

 (6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

　①消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税抜方式

を採用しております。

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

　①消費税等の会計処理

　　　同左

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

　①消費税等の会計処理

　　　同左

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

　　　同左 　　　同左
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　　　表示方法の変更

前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

 （中間連結貸借対照表）

　　前中間連結会計期間において、「信託受益権」として掲記

されていたものは、当中間連結会計期間から「営業有価証

券」に含めて表示しております。 

──────

　

 

 

追加情報

前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

 （固定化営業債権の表示の方法）

　前連結会計年度まで流動資産の「営

業貸付金」及び「その他」に表示し

ておりました固定化営業債権につい

ては、重要性が増したため、当中間連

結会計期間より投資その他の資産の

「固定化営業債権」として表示して

おります。

　なお、前連結会計年度末における固

定化営業債権残高は70百万円であり

ます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

──────　　　　　　　　　　　 　(固定化営業債権の表示の方法）

　前連結会計年度まで流動資産の「営

業貸付金」及び「その他」に表示し

ておりました固定化営業債権につい

ては、重要性が増したため、当連結会

計年度より投資その他の資産の「固

定化営業債権」として表示しており

ます。

　なお、前連結会計年度末における固

定化営業債権残高は70百万円であり

ます。　　
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成19年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は、次のとおりであります。

       240,213百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は、次のとおりであります。

242,054百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は、次のとおりであります。

243,933百万円

※２．債権証券化支払債務とは、「特

定債権等に係る事業の規制に関

する法律」に基づく、リース未経

過債権流動化により取得した信

託受益権のうちの証券発行額で

あります。

　　　なお、証券未発行額22,198百万円

は、オフバランス処理しておりま

す。

※２．債権証券化支払債務とは、「特

定債権等に係る事業の規制に関

する法律」に基づく、リース未経

過債権流動化により取得した信

託受益権のうちの証券発行額で

あります。

　　　なお、証券未発行額12,186百万円

は、オフバランス処理しておりま

す。

※２．債権証券化支払債務とは、「特

定債権等に係る事業の規制に関

する法律」に基づく、リース料債

権流動化により取得した信託受

益権のうちの証券発行額であり

ます。

　　　なお、証券未発行額18,188百万円

は、オフバランス処理しておりま

す。

　３．オフバランス債権のうち、次の

ものは担保に供しております。

　「戦略的情報化機器等整備事

業」に基づく譲渡担保

　３．オフバランス債権のうち、次の

ものは担保に供しております。

　「戦略的情報化機器等整備事

業」に基づく譲渡担保

　３．オフバランス債権のうち、次の

ものは担保に供しております。

　「戦略的情報化機器等整備事

業」に基づく譲渡担保

リース債権(期日未経過分含

む。)

     141百万円

リース債権(期日未経過分含

む。)

 149百万円

リース債権(期日未経過分含

む。)

 173百万円

　上記に対応する債務として預り

金133百万円があります。

　上記に対応する債務として預り

金140百万円があります。

　上記に対応する債務として預り

金162百万円があります。

　４．保証債務 　４．保証債務 　４．保証債務

顧客の提携ローン等に係る保

証

  125,239百万円

その他      72百万円

合計  125,311百万円

      

顧客の提携ローン等に係る保

証

 108,599百万円

その他 95百万円

合計  108,694百万円

      

顧客の提携ローン等に係る保

証

 126,065百万円

その他 76百万円

合計 126,141百万円

 　　

　５．当社企業グループにおいては、

カードローン及びクレジット

カード業務に附帯するキャッシ

ング業務を行っております。また

営業貸付金について極度額まで

貸付けることを約する契約を顧

客との間で締結しております。当

該業務における貸出未実行残高

は次のとおりであります。

　５．当社企業グループにおいては、

カードローン及びクレジット

カード業務に附帯するキャッシ

ング業務を行っております。また

営業貸付金について極度額まで

貸付けることを約する契約を顧

客との間で締結しております。当

該業務における貸出未実行残高

は次のとおりであります。

　５．当社企業グループにおいては、

カードローン及びクレジット

カード業務に附帯するキャッシ

ング業務を行っております。また

営業貸付金について極度額まで

貸付けることを約する契約を顧

客との間で締結しております。当

該業務における貸出未実行残高

は次のとおりであります。

信用供与限度

額及び極度額

の総額

 50,018百万円

貸出実行残高 20,697百万円

差引額 29,320百万円

信用供与限度

額及び極度額

の総額

51,790百万円

貸出実行残高 21,023百万円

差引額 30,767百万円

信用供与限度

額及び極度額

の総額

51,356百万円

貸出実行残高 20,763百万円

差引額 30,592百万円
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前中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成19年12月31日）

※６．中間連結会計期間末日の満期

手形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間連結会計期

間の末日は金融機関の休日で

あったため、次の満期手形が中間

連結会計期間末日の残高に含ま

れております。

 　　　支払手形　　　　38百万円

※６．　　　──────

　

※６．当連結会計年度末日の満期手

形の会計処理については、当連結

会計年度末日は、金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行われ

たものとして処理しております。

当連結会計年度末日満期手形は

次のとおりであります。

 　　　受取手形　　　 224百万円

※７．　　 ────── ※７．固定化営業債権は、財務諸表等

規則第32条第１項第10号の債権

であります。

※７．　同左
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（中間連結損益計算書関係）

　該当事項はありません。

　

 (中間連結株主資本等変動計算書関係)
前中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末　

株式数（株）

当中間連結会計期間

増加株式数（株）

当中間連結会計期間

減少株式数（株）

当中間連結会計期間

末株式数（株）

 発行済株式     

 　　普通株式　 39,957,101 161,700 － 40,118,801

合計 39,957,101 161,700 － 40,118,801

 自己株式     

 　　普通株式 100,182 447 － 100,629

合計 100,182 447 － 100,629

（注）１．発行済株式の普通株式の株式数の増加161,700株は、ストックオプションの行使による増加であります。

　　　２．普通株式の自己株式の株式数の増加447株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 ２．配当に関する事項

 （１）配当金支払額

 該当事項はありません。

 （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末　

株式数（株）

当中間連結会計期間

増加株式数（株）

当中間連結会計期間

減少株式数（株）

当中間連結会計期間

末株式数（株）

 発行済株式     

　 全部取得条項付普通株式　 40,118,801 － － 40,118,801

　 Ａ種種類株式 32 － － 32

合計 40,118,833 － － 40,118,833

 自己株式     

　 全部取得条項付普通株式 40,118,801 － － 40,118,801

合計 40,118,801 － － 40,118,801

　

 ２．配当に関する事項

 （１）配当金支払額

 該当事項はありません。

 （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成19年12月31日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注）１ 39,957,101 161,700 40,118,801 －

全部取得条項付普通株式（注

２）
－ 40,118,801 － 40,118,801
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前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

Ａ種種類株式（注）３ － 32 － 32

合計 39,957,101 40,280,533 40,118,801 40,118,833

自己株式     

普通株式（注）４ 100,182 522 100,704 －

全部取得条項付普通株式

（注）５
－ 40,118,801 － 40,118,801

合計 100,182 40,119,323 100,704 40,118,801

 　（注）１. 普通株式の発行済株式総数の増加161,700株は、ストックオプションの行使による増加であり、発行済株

　　　　　　 式総数の減少40,118,801株は全部取得条項付普通株式への転換による減少であります。

 　　　　２. 全部取得条項付普通株式の発行済株式総数の増加40,118,801株は、普通株式より全部取得条項付普通株式　　　

　　　　　　 への転換による増加であります。

　　　 　３. Ａ種種類株式の発行済株式総数の増加32株は、平成19年11月20日付全部取得条項付普通株式の取得と引換

　　　　　　 えに、全部取得条項付普通株式１株につき、Ａ種種類株式を125万分の１株の割合をもって交付したこと

　　　　　　 による増加であります。　

　　　　 ４. 普通株式の自己株式数の増加522株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、自己株式数の減少 

             100,704株は全部取得条項付普通株式への転換による減少であります。

　　　　 ５. 全部取得条項付普通株式の自己株式数の増加40,118,801株は、全部取得条項付普通株式の取得と引換え

　　　　　　 に、Ａ種種類株式を交付したことによる増加であります。

 ２．配当に関する事項

 （１）配当金支払額

 該当事項はありません。

 （２）基準日が当連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計期間末後となるもの

該当事項はありません。
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

※１．減価償却費及び有形・無形固

定資産除却損は、主に営業収益に

含まれるリース原価として計上

しているものであります。

※１．減価償却費及び有形・無形固

定資産除却損は、主に営業収益に

含まれるリース原価として計上

しているものであります。

※１．減価償却費及び有形・無形固

定資産除却損は、主に営業収益に

含まれるリース原価として計上

しているものであります。

※２．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

※２．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

※２．現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（平成19年９月30日現在） （平成20年６月30日現在） （平成19年12月31日現在）

現金及び預金勘

定
  4,149百万円

現金及び現金同

等物　　
  4,149百万円

現金及び預金勘

定
　1,616百万円

現金及び現金同

等物　　
　1,616百万円

現金及び預金勘

定
3,494百万円

現金及び現金同

等物　　
3,494百万円
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（リース取引関係）

前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１．借主側

　当中間連結会計期間において、転

貸リース以外のリース取引は該当

がありませんので、未経過リース料

以外の項目については、記載を省略

しております。

１．借主側

　当中間連結会計期間において、転

貸リース以外のリース取引は該当

がありませんので、未経過リース料

以外の項目については、記載を省略

しております。

１．借主側

　当連結会計年度において、転貸

リース以外のリース取引は該当が

ありませんので、未経過リース料以

外の項目については、記載を省略し

ております。

　未経過リース料中間期末残高相当

額（転貸リースに係る額）

　未経過リース料中間期末残高相当

額（転貸リースに係る額）

　未経過リース料期末残高相当額

（転貸リースに係る額）

１年以内 33,052百万円

１年超 67,277百万円

合計 100,329百万円

１年以内 27,236百万円

１年超 46,775百万円

合計 74,012百万円

１年以内 31,328百万円

１年超 61,010百万円

合計 92,338百万円

２．貸主側

(1）固定資産に含まれているリース

物件の取得価額、減価償却累計額

及び中間期末残高（無形固定資

産を含む。）

２．貸主側

(1）固定資産に含まれているリース

物件の取得価額、減価償却累計額

及び中間期末残高（無形固定資

産を含む。）

２．貸主側

(1）固定資産に含まれているリース

物件の取得価額、減価償却累計額

及び期末残高（無形固定資産を

含む。）

 貸与資産

取得価額 589,675百万円

減価償却累計額 312,176百万円

中間期末残高 277,498百万円
  

 貸与資産

取得価額 611,505百万円

減価償却累計額 315,432百万円

中間期末残高 296,072百万円
  

 貸与資産

取得価額 600,529百万円

減価償却累計額 315,838百万円

期末残高 284,691百万円
  

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年以内 118,032百万円

１年超 263,709百万円

合計 381,742百万円

１年以内 115,820百万円

１年超 255,742百万円

合計 371,563百万円

１年以内 117,445百万円

１年超 260,066百万円

合計 377,512百万円

　このうち転貸リース取引に係る

貸主側の未経過リース料の中間

期末残高相当額は100,329百万円

（うち１年以内は33,052百万円）

であります。

　なお、借主側の残高相当額は同

一であり、上記の借主側に記載の

とおりであります。

　このうち転貸リース取引に係る

貸主側の未経過リース料の中間

期末残高相当額は74,012百万円

（うち１年以内は27,236百万円）

であります。

　なお、借主側の残高相当額は同

一であり、上記の借主側に記載の

とおりであります。

　このうち転貸リース取引に係る

貸主側の未経過リース料の期末

残高相当額は92,338百万円（うち

１年以内は31,328百万円）であり

ます。

　なお、借主側の残高相当額は同

一であり、上記の借主側に記載の

とおりであります。

(3）受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額

(3）受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額

(3）受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額

受取リース料 51,989百万円

減価償却費 43,436百万円

受取利息相当額 8,813百万円

受取リース料 53,266百万円

減価償却費 44,102百万円

受取利息相当額 8,364百万円

受取リース料 78,225百万円

減価償却費 64,312百万円

受取利息相当額 13,120百万円
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前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

(4）利息相当額の算定方法

　リース料総額と見積残存価額の

合計額からリース物件の購入価

額を控除した額を利息相当額と

し、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(4）利息相当額の算定方法

　同左

(4）利息相当額の算定方法

　同左

オペレーティング・リース取引

１．借主側

　該当事項はありません。

オペレーティング・リース取引

１．借主側

　該当事項はありません。

オペレーティング・リース取引

１．借主側

　該当事項はありません。

２．貸主側

未経過リース料

２．貸主側

未経過リース料

２．貸主側

未経過リース料

１年以内 1,006百万円

１年超 723百万円

合計 1,729百万円

１年以内 410百万円

１年超 773百万円

合計 1,184百万円

１年以内 877百万円

１年超  725百万円

合計 1,603百万円
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（有価証券関係）

１．前中間連結会計期間末（平成19年９月30日）

(1）その他有価証券で時価のあるもの

 
取得原価
（百万円）

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 差額（百万円）

(1）株式 510 613 103

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

 

合計
510 613 103

　

(2）時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

(1）満期保有目的の債券  

 　 社債 11,660

(2）子会社株式及び関連会社株式  

非上場株式 3,300

(3）その他有価証券  

非上場株式 2,435

その他 11,094

 

２．当中間連結会計期間末（平成20年６月30日）

(1）その他有価証券で時価のあるもの

 
取得原価
（百万円）

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 差額（百万円）

(1）株式 188 177 △11

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

 

合計
188 177 △11

　

(2）時価評価されていない主な有価証券の内容

 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

(1）満期保有目的の債券  

 　 社債 18,682

(2）子会社株式及び関連会社株式  

非上場株式 3,805
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 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

(3）その他有価証券  

非上場株式 2,425

その他 17,992

 

３．前連結会計年度末（平成19年12月31日）

(1）その他有価証券で時価のあるもの

 
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計上額
（百万円）

差額（百万円）

(1）株式 188 231 42

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 188 231 42

（注）当社経理規定に基づき、当連結会計年度末にて121百万円の減損処理を行い、連結損益計算書上、特別

　　損失に計上しております。

　

(2）時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（百万円）

(1）満期保有目的の債券  

 　 社債 14,828

(2）子会社株式及び関連会社株式  

非上場株式 3,414

(3）その他有価証券  

非上場株式 2,435

その他 19,902
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（デリバティブ取引関係）

前中間連結会計期間末（平成19年９月30日）

　デリバティブ取引を行っておりますが、当中間連結会計期間において、一部のヘッジ対象取引が消滅したため、ヘッ

ジ会計の終了処理を行っており、特別利益に「デリバティブ解約益」、特別損失に「デリバティブ評価損」として計

上しております。

　　当中間連結会計期間末（平成20年６月30日）

　　該当事項はありません。

前連結会計年度末（平成19年12月31日）
(1）金利関連

種類
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

金利スワップ取引     

固定受取・変動支
払

4,000 － 3 3

合計 4,000 － 3 3

　（注）１．時価の算定方法
取引先金融機関等から提示された価格等に
基づき算定しております。

（ストック・オプション等関係）

前中間連結会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）

　　　　　該当事項はありません 

　

当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）

　　　　　該当事項はありません 

　

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成19年12月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成14年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

当社取締役　　　　　６名

当社監査役　　　　　４名

当社相談役　　　　　１名

当社名誉顧問　　　　１名

当社従業員　 　　　135名

当社子会社取締役　　12名　

ストック・オプション数 普通株式　329,500株

付与日 平成14年７月22日

権利確定条件
付与日（平成14年７月22日）以降、権利確定日（平成16年６月
30日）まで継続して勤務していること。 

対象勤務期間 ２年間（自平成14年７月22日　至平成16年６月30日） 

権利行使期間 平成16年７月１日～平成19年６月25日 

権利行使価格（円） 3,068

付与日における公正な評価単価（円） －

EDINET提出書類

ＧＥ三洋クレジット株式会社(E04956)

半期報告書

42/81



（セグメント情報）

　前中間連結会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至

平成20年６月30日）及び前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成19年12月31日）のセグメント情報は次のとお

りであります。

【事業の種類別セグメント情報】

　当社企業グループは、各種のクレジット、信用保証、リース・レンタル及び融資等を提供する金融サービス事業を営

んでおります。

　この活動は、与信から回収までのプロセス及びリスクマネジメントが共通しており、当該事業以外に事業の種類がな

いため該当事項はありません。

【所在地別セグメント情報】

　当社企業グループは、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため所在地別セグメント情

報は記載しておりません。

【海外売上高】

　海外売上高がないため該当事項はありません。
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（開示対象特別目的会社関係）

　　　　前中間連結会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）　

　企業会計基準適用指針第15号「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」における開示対象特別目

的会社に関する事項の注記については、開示対象特別目的会社の開示に関する基礎データの入手、その確認や整

理等に時間を要することから、当中間連結会計期間は記載を省略しております。

　　　　当中間連結会計期間（自平成20年１月１日　至平成20年６月30日）　

１．開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概要

　　　　　当社では、資金調達先の多様化を図り、安定的に資金を調達することを目的として、リース料債権の流動化を実施し

ております。当該流動化にあたり、ケイマン諸島に設立された特別目的会社を利用しております。当該流動化に

おいて、当社は、リース債権を特別目的会社に譲渡し、譲渡した資産を裏付けとして特別目的会社が社債の発行

や借入によって調達した資金を、売却代金として受領します。一部の譲渡資産については、残存部分を留保して

おります。

　平成20年6月末において、取引残高のある特別目的会社は１社であり、当該特別目的会社の直近の決算日におけ

る資産総額は10,554百万円、負債総額は10,056百万円です。なお、当該特別目的会社については、当社は議決権の

ある株式等は有しておらず、役員の派遣もありません。

　　　　２．当中間連結会計期間における特別目的会社との取引金額等

　
主な取引の金額又は当中間連

結会計期間末残高（百万円）

主な損益

項目  金額（百万円）

 譲渡資産    

 優先受益権(注)１ 74,698 － －

 譲渡資産に係る残存部分　

(注)２
12,186

残存売買代金債権

繰延べの対価
3

 優先出資額(注)３ 500 － －

 　　　　（注）１．優先受益権の金額は、当中間連結会計期間末残高を記載しております。

 　　　　　　　２．譲渡資産に係る残存部分の金額は、当中間連結会計期間末残高を記載しております。また、残存売買代金繰延

べの対価は当該残存部分に係る分配損益であり、営業外収益に計上されております。

 　　　　　　　３．優先出資額の金額は、当中間連結会計期間末残高を記載しております。

　　　　前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成19年12月31日）　

 　　　　１．開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概要

 　　　　　当社では、資金調達先の多様化を図り、安定的に資金を調達することを目的として、リース料債権の流動化を実施し

ております。当該流動化にあたり、ケイマン諸島に設立された特別目的会社を利用しております。当該流動化に

おいて、当社は、リース債権を特別目的会社に譲渡し、譲渡した資産を裏付けとして特別目的会社が社債の発行

や借入によって調達した資金を、売却代金として受領します。一部の譲渡資産については、残存部分を留保して

おります。

　平成19年12月末において、取引残高のある特別目的会社は１社であり、当該特別目的会社の直近の決算日にお

ける資産総額は10,554百万円、負債総額は10,056百万円です。なお当該特別目的会社については、当社は議決権の

ある株式等は有しておらず、役員の派遣もありません。

 　　　　２．当連結会計年度における特別目的会社との取引金額等

　
主な取引の金額又は当連結

会計年度末残高（百万円）

主な損益

項目  金額（百万円）

 譲渡資産    

 優先受益権(注)１ 93,405 － －

 譲渡資産に係る残存部分　

(注)２
18,188

残存売買代金債権

繰延べの対価
21

 優先出資額(注)３ 500 － －

 　　　　（注）１．優先受益権の金額は、当連結会計年度末残高を記載しております。

 　　　　　　　２．譲渡資産に係る残存部分の金額は、当連結会計年度末残高を記載しております。また、残存売買代金繰延べの

対価は当該残存部分に係る分配損益であり、営業外収益に計上されております。

 　　　　　　　３．優先出資額の金額は、当連結会計年度末残高を記載しております。
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（１株当たり情報）

項目
前中間連結会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額           1,805円46銭 2,292,714,145円03銭 2,259,800,283円75銭

１株当たり中間純利益金額

又は１株当たり中間(当期）

純損失金額（△）

     △92円05銭     33,921,482円38銭 △109,605,176円63銭

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額

潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１

株当たり中間純損失であるた

め、記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載

しておりません。

 

 当社は、平成19年11月20日付

で、全部取得条項付普通株式

１株につき、Ａ種種類株式を

125万分の１株の割合をもっ

て交付しております。なお、前

連結会計年度の開始の日に当

該株式交付が行われたと仮定

した場合における１株当たり

情報の各数値はそれぞれ以下

のとおりであります。　　

 （前中間連結会計期間）

１株当たり純資産額

　　　2,257,850,162円37銭

１株当たり中間純損失金額

　　　 △115,051,819円28銭

潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額

　１株当たり中間純損失であ

るため、記載しておりません。

　　　

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１

株当たり当期純損失であるた

め、記載しておりません。

当社は、平成19年11月20日付

で、全部取得条項付普通株式

１株につき、Ａ種種類株式を

125万分の１株の割合をもっ

て交付しております。なお、前

連結会計年度の開始の日に当

該株式交付が行われたと仮定

した場合における１株当たり

情報の各数値はそれぞれ以下

のとおりであります。

（前連結会計年度）

１株当たり純資産額

　　　2,363,465,739円28銭

１株当たり当期純利益金額

　　　　200,023,583円47銭

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額

　　　192,944,353円83銭

　（注）１.　１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間(当期）純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間

　（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり中間純利益金額又は１株当た

り中間（当期）純損失金額
   

中間純利益又は中間(当期）純損失（△）

（百万円）
△3,681 1,085 △3,507

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － －

普通株式に係る中間純利益又は普通株式に

係る中間(当期）純損失（△）（百万円）
△3,681 1,085 △3,507

普通株式の期中平均株式数（株） 39,995,133 32 32

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － －　 －　

普通株式増加数（株） － 　　－ －　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益金額の

算定に含めなかった潜在株式の概要

──── ──── ────
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　（注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 前中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度
（平成19年12月31日）

 純資産の部の合計額（百万円） 72,251 73,366 72,313

純資産の部の合計額から控除する

金額（百万円）
－ － －

普通株式に係る中間期末（期末）

の純資産額（百万円）
72,251 73,366 72,313

１株当たり純資産額の算定に用い

られた中間期末（期末）の普通株

式の数（株）

40,018,172 32 32

　

　(注）３. １株当たり純資産額の算定及び１株当たり中間純利益又は１株当たり当期純損失の算定にあたっては、

　　　　　 Ａ種種類株式の期末発行済株式数で計算しております。　
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

────── １．株式会社三洋ビジネスプラニング及び株式会社三洋カー

システムの吸収合併

　当社は、平成20年６月20日開催の取締役会における合併契約

書の承認決議により、平成20年８月１日を合併期日として、株

式会社三洋ビジネスプラニング及び株式会社三洋カーシステ

ムと合併いたしました。

合併に関する主な事項は下記のとおりであります。

（１）合併の目的

　ＧＥ三洋クレジットグループの経営体制をより効率的にか

つ迅速な意思決定を行うため、平成20年８月１日を効力発生

日として、当社100％子会社である株式会社三洋ビジネスプラ

ニング及び株式会社三洋カーシステムを吸収合併することと

いたしました。

（２）合併の方法

　当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社三洋ビジネ

スプラニング、株式会社三洋カーシステムは解散となります。

　

（３）合併に係る割当の内容

　株式会社三洋ビジネスプラニング及び株式会社三洋カーシ

ステムは当社の完全子会社であるため、本合併による株式及

び金銭等の交付はありません。

（４）合併により増加した資本金

　合併による資本金の増加はありません。

（５）合併の相手会社の主な事業の内容、規模

　　①株式会社三洋ビジネスプラニング

商号　　　　　　株式会社三洋ビジネスプラニング

本店の所在地　　大阪市中央区城見１丁目２番27号

代表者の氏名　　代表取締役社長　小川　曻　

資本金の額　　　95百万円（平成19年12月31日現在）

純資産の額　　　730百万円（平成19年12月31日現在）

総資産の額　　　1,029百万円（平成19年12月31日現在）

事業の内容　　　レンタル事業

──────

 

EDINET提出書類

ＧＥ三洋クレジット株式会社(E04956)

半期報告書

47/81



前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

　 　　②株式会社三洋カーシステム

商号　　　　　　株式会社三洋カーシステム

本店の所在地　　大阪市中央区城見１丁目２番27号

代表者の氏名　　代表取締役社長　小西　宏和

資本金の額　　　90百万円（平成19年12月31日現在）

純資産の額　　　474百万円（平成19年12月31日現在）

総資産の額　　　1,716百万円（平成19年12月31日現在）

事業の内容　　　自動車のリース　

（６）合併存続会社の概要

商号　　　　　　ＧＥ三洋クレジット株式会社

本店の所在地　　大阪市中央区城見１丁目２番27号

代表者の氏名　　代表取締役社長　遠山　卓治

資本金の額　　　20,150百万円（平成19年12月31日現在）

純資産の額　　　69,578百万円（平成19年12月31日現在）

総資産の額　　　532,326百万円（平成19年12月31日現在）

事業の内容　　　リース、割賦販売、融資、金融サービス事

　　　　　　　　業等　

　

　 （７）実施した会計処理の概要

　本合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　

平成15年10月31日）ならびに「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　企

業会計基準適用指針第10号）に基づき、共通支配下の取引と

して会計処理を行っております。

　

　
２．合同会社ＳＴＶパートナーズの吸収合併

　当社は、平成20年８月21日開催の取締役会において、当社の

完全親会社である合同会社ＳＴＶパートナーズと合併するこ

とを決議し、平成20年８月25日付けで平成20年９月30日を効

力発生日とする合併契約を締結いたしました。

合併に関する主な事項は下記のとおりであります。

（１）合併の目的

　General Electric Companyを親会社とするＧＥグループの日本

における組織を合理化するため、当社を存続会社とする合同

会社ＳＴＶパートナーズとの合併契約を締結するものです。

（２）合併の方法

　当社を存続会社とする吸収合併方式で、合同会社ＳＴＶパー

トナーズは解散となります。
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前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

　 （３）合併に係る割当の内容

　当社は、本件合併に際して発行するＡ種種類株式50株を、合

同会社ＳＴＶパートナーズの社員である合同会社ジー・イー

・キャピタル・ファンディング及びＧＥジャパン・ファン

ディング株式会社に対し、両社によるジー・イー・ニュー

バック任意組合（住所：東京都港区赤坂五丁目２番20号）を

通じた合有のため割当交付します。

（４）合併により増加する資本金

合併による資本金の増加はありません。

　

　 （５）合併の相手会社の主な事業の内容、規模

商号　　　　　　合同会社ＳＴＶパートナーズ

本店の所在地　　東京都港区赤坂五丁目2番20号

代表者の氏名　　職務執行者　遠山　卓治

出資金の額　　　　　 ５百万円（平成19年12月31日現在）

純資産の額　　　△1,158百万円（平成19年12月31日現在）

総資産の額　　　130,640百万円（平成19年12月31日現在）

事業の内容　　　持株会社

※合同会社ＳＴＶパートナーズは、平成20年８月23日付で、株

式会社から合同会社へと組織変更をしております。

（６）合併存続会社の概要

商号　　　　　　ＧＥ三洋クレジット株式会社

本店の所在地　　大阪市中央区城見1丁目２番27号

代表者の氏名　　代表取締役社長　遠山　卓治

資本金の額　　　20,150百万円（平成19年12月31日現在）

純資産の額　　　69,578百万円（平成19年12月31日現在）

総資産の額　　　532,326百万円（平成19年12月31日現在）

事業の内容　　　リース、割賦販売、融資、金融サービス事

　　　　　　　　業等　

（７）実施する会計処理の概要

　本合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会）

ならびに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針

第10号）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行う

予定であります。
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前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

　 ３．ＧＥジャパン・ホールディングス株式会社との株式交換

　当社は、平成20年８月21日開催の取締役会において、ＧＥ

ジャパン・ホールディングス株式会社（以下ＧＥＪＨ）との

間でＧＥＪＨを完全親会社、当社を完全子会社とするための

株式交換を行うことを決議し、平成20年８月25日付で株式交

換契約を締結いたしました。

株式交換に関する主な事項は下記のとおりであります。

（１）目的

　General Electric Companyを親会社とするＧＥグループの日本

における組織を合理化するため、ＧＥＪＨとの間で当社を完

全子会社とする株式交換契約を締結するものであります。 

（２）株式交換の方法

　当社はＧＥＪＨの完全子会社となり、ＧＥＪＨが当社の完全

親会社となるため、平成20年10月１日をもって当社の株主の

保有する当社株式がＧＥＪＨに移転するとともに、当社の株

主は株式交換に際して、ＧＥＪＨが保有する株式の割当交付

を受け、ＧＥＪＨの株主となります。

（３）株式交換に係る割当の内容

　ＧＥＪＨは、本件株式交換に際して普通株式１株を発行し、

本効力発生日の前日の最終の当社の株主名簿に記載又は記録

された株主（但し、ＧＥＪＨを除く。）に対して、その所有す

る当社のＡ種種類株式50株につき、ＧＥＪＨの普通株式１株

の割合をもって割当交付します。

（４）株式交換の時期

　平成20年10月１日（効力発生日） 

（５）その他重要な事項

　該当事項はありません。　　

　

　 ４．社債の発行

当社は、平成20年９月９日開催の取締役会において、無担保

普通社債（私募債）の発行を決議し、平成20年９月16日に発

行いたしました。

（１）資金調達の目的

　無担保普通社債（私募債）の資金調達に関して、安定的な資

金調達に資するため、本社債の発行にて193,918百万円を資金

調達することといたしました。資金使途は主として短期借入

金の返済に充当いたします。
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前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

　 （２）無担保普通社債（私募債）の概要

①L-BOND（NO.16505）

　ａ．社債の総額　5,838百万円

　ｂ．償還方法　　３ヶ月毎定時償還

　ｃ．利率　　　　2.5475％

　ｄ．発行価額　　5,865百万円 

　ｅ．払込期日　　平成20年９月16日

　ｆ．償還期日　　平成21年６月30日

　ｇ．担保の内容　無担保

　ｈ．総額引受人　ジー・イー・ニューバック任意組合

　ｉ．資金使途　主として短期借入金の返済に充当

　ｊ．その他重要な特約事項　なし

　

　 ②L-BOND（NO.16506）

　ａ．社債の総額　5,838百万円

　ｂ．償還方法　　３ヶ月毎定時償還

　ｃ．利率　　　　2.5275％

　ｄ．発行価額　　5,864百万円 

　ｅ．払込期日　　平成20年９月16日

　ｆ．償還期日　　平成21年６月30日

　ｇ．担保の内容　無担保

　ｈ．総額引受人　ジー・イー・ニューバック任意組合

　ｉ．資金使途　主として短期借入金の返済に充当

　ｊ，その他重要な特約事項　なし

③L-BOND（NO.22385）

　ａ．社債の総額　75,000百万円

　ｂ．償還方法　　随時償還

　ｃ．利率　　　　2.766％

　ｄ．発行価額　　76,837百万円 

　ｅ．払込期日　　平成20年９月16日

　ｆ．償還期日　　平成22年11月１日

　ｇ．担保の内容　無担保

　ｈ．総額引受人　ジー・イー・ニューバック任意組合

　ｉ．資金使途　主として短期借入金の返済に充当

　ｊ．その他重要な特約事項　なし
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前中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

　 ④L-BOND（NO.22443）

　ａ．社債の総額　55,000百万円

　ｂ．償還方法　　随時償還

　ｃ．利率　　　　2.5925％

　ｄ．発行価額　　55,767百万円 

　ｅ．払込期日　　平成20年９月16日

　ｆ．償還期日　　平成22年５月１日

　ｇ．担保の内容　無担保

　ｈ．総額引受人　ジー・イー・ニューバック任意組合

　ｉ．資金使途　主として短期借入金の返済に充当

　ｊ．その他重要な特約事項　なし

　

　 ⑤L-BOND（NO.23112）

　ａ．社債の総額　48,000百万円

　ｂ．償還方法　　随時償還

　ｃ．利率　　　　3.0575％

　ｄ．発行価額　　49,583百万円 

　ｅ．払込期日　　平成20年９月16日

　ｆ．償還期日　　平成23年５月25日

　ｇ．担保の内容　無担保

　ｈ．総額引受人　ジー・イー・ニューバック任意組合

　ｉ．資金使途　主として短期借入金の返済に充当

　ｊ．その他重要な特約事項　なし

　

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末
（平成19年９月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金 ※8 3,337   1,588   3,078   

２．売掛金  59,494   70,658   57,387   

３．営業貸付金 ※2.3 142,594   134,729   137,571   

４．営業有価証券 　 25,649   30,889   28,396   

５．繰延税金資産  3,913   2,958   3,878   

６．その他  5,407   10,973   10,225   

貸倒引当金  △23,050   △13,503   △24,295   

流動資産合計   217,346 41.1  238,294 42.2  216,243 40.6

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※1          

(1）貸与資産  209,785   226,451   215,869   

(2）その他  230   311   230   

有形固定資産計  210,016   226,762   216,100   

２．無形固定資産           

(1）貸与資産  76,033   75,663   75,711   

(2）その他  1,879   1,632   1,771   

無形固定資産計  77,912   77,296   77,482   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 　 13,897   12,645   13,248   

(2）固定化営業
    債権

※3.9 2,078   5,268   3,292   

(3）長期前払費用  421   625   448   

(4）差入保証金  2,202   2,453   2,294   

(5）繰延税金資産  5,695   6,126   5,712   

(6）その他  699   337   349   

貸倒引当金  △1,732   △4,656   △2,845   

投資その他の資産
計

 23,262   22,800   22,500   

固定資産合計   311,191 58.9  326,859 57.8  316,083 59.4

資産合計   528,538 100.0  565,153 100.0  532,326 100.0
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前中間会計期間末
（平成19年９月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．支払手形  ※8 193   105   123   

２．買掛金  4,128   4,297   3,170   

３．短期借入金  ※2 222,877   313,674   249,282   

４．１年以内返済予定
の長期借入金

 26,300   11,600   18,300   

５．１年以内償還予定
の社債

 －   10,000   －   

６．１年以内返済予定
の債権証券化支払
債務

※4 35,359   28,247   34,824   

７．未払法人税等  1,054   99   25   

８．ローン保証引当金  3,029   2,332   1,855   

９．賞与引当金  544   171   190   

10．割賦未実現利益  1,151   3,499   1,098   

11．その他  11,500   11,113   15,721   

流動負債合計   306,139 57.9  385,141 68.2  324,591 61.0

Ⅱ　固定負債           

１．社債  25,000   15,000   25,000   

２．長期借入金  60,300   43,050   49,050   

３．債権証券化支払債
務

※4 61,729   46,451   58,580   

４．退職給付引当金  5,089   4,722   4,966   

５．その他  762   613   559   

固定負債合計   152,880 28.9  109,837 19.4  138,157 25.9

負債合計   459,019 86.8  494,978 87.6  462,748 86.9
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前中間会計期間末
（平成19年９月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   20,150 3.8  20,150 3.5  20,150 3.8

２．資本剰余金           

（1）資本準備金  20,319   20,319   20,319   

　　資本剰余金合計   20,319 3.9  20,319 3.6  20,319 3.8

３．利益剰余金           

（1） 利益準備金  590   590   590   

（2） その他利益剰　
　余金

          

別途積立金  30,770   28,670   30,770   

繰越利益剰余
金　　　　　　　　

 △2,266   633   △2,095   

　　利益剰余金合計   29,094 5.5  29,894 5.3  29,265 5.5

４．自己株式   △181 △0.0  △182 △0.0  △182 △0.0

株主資本合計   69,381 13.2  70,181 12.4  69,552 13.1

Ⅱ　評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金

  61 0.0  △6 △0.0  25 0.0

２．繰延ヘッジ損益   75 0.0  － －  － －

 評価・換算差額等合
 計

  137 0.0  △6 △0.0  25 0.0

純資産合計   69,518 13.2  70,175 12.4  69,578 13.1

負債純資産合計   528,538 100.0  565,153 100.0  532,326 100.0
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②【中間損益計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　営業収益 ※１  15,537 100.0  14,860 100.0  22,725 100.0

Ⅱ　金融費用   2,668 17.2  3,008 20.3  4,060 17.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  16,235 104.5  10,866 73.1  21,372 94.0

営業利益又は営業損失
（△）

  △3,366 △21.7  984 6.6  △2,707 △11.9

Ⅳ　営業外収益           

１．受取配当金  75   187   78   

２．投資有価証券売却益  227   0   289   

３．その他  271 574 3.7 188 376 2.6 369 737 3.3

Ⅴ　営業外費用           

１．支払利息  131   64   193   

２．その他  294 425 2.7 99 163 1.1 343 537 2.4

経常利益又は経常損失
（△）

  △3,217 △20.7  1,196 8.1  △2,507 △11.0

Ⅵ　特別利益           

１. デリバティブ評価益  －   －   3   

２. デリバティブ解約益　  50 50 0.3 － － － － 3 0.0

Ⅶ　特別損失           

１．役員退職慰労金  72   －   72   

２．投資有価証券評価損  －   －   121   

３．社名変更費用 　 －   －   102   

４．米国会計アドバイス費
用

　 －   －   280   

５. デリバティブ評価損　　 　 540   －   －   

６. デリバティブ解約損 　 －   －   578   

７．転換社債買入消却損 　 561 1,175 7.6 － －  561 1,717 7.6

税引前中間純利益又は
税引前中間（当期）純
損失（△）

  △4,342 △28.0  1,196 8.1  △4,221 △18.6

法人税、住民税及び事
業税

 956   38   812   

法人税等調整額  △1,516 △560 △3.7 529 567 3.9 △1,422 △610 △2.7

中間純利益又は中間
（当期）純損失（△）

  △3,782 △24.3  629 4.2  △3,610 △15.9
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③【中間株主資本等変動計算書】

 前中間会計期間（自　平成19年４月1日　至　平成19年９月30日）

 

株主資本

資本金

新株式

申込

証拠金 

資本剰余金 利益剰余金

自己

株式

株主

資本

合計
資本

準備金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金
利益

剰余金

合計
別途

積立金

繰越

利益

剰余金

平成19年３月31日残高
（百万円）

19,902 56 20,071 20,071 590 25,770 6,515 32,876 △180 72,725

中間会計期間中の変動額           

新株の発行 248 △56 248 248      439

別途積立金の取崩      5,000 △5,000 －  －

中間純損失       △3,782 △3,782  △3,782

自己株式の取得         △1 △1

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）
          

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
248 △56 248 248 － 5,000 △8,782 △3,782 △1 △3,343

平成19年９月30日残高
（百万円）

20,150 － 20,319 20,319 590 30,770 △2,266 29,094 △181 69,381

 

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

 繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

平成19年３月31日残高
（百万円）

584 △311 273 72,998

中間会計期間中の変動額     

新株の発行    439

別途積立金の取崩    －

中間純損失    △3,782

自己株式の取得    △1

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）
△523 386 △136 △136

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
△523 386 △136 △3,480

平成19年９月30日残高
（百万円）

61 75 137 69,518

 当中間会計期間（自　平成20年１月1日　至　平成20年６月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己

株式

株主

資本

合計
資本

準備金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金
利益

剰余金

合計
別途

積立金

繰越

利益

剰余金

平成19年12月31日残高
（百万円）

20,150 20,319 20,319 590 30,770 △2,095 29,265 △182 69,552

中間会計期間中の変動額          

別途積立金の取崩     △2,100 2,100 －  －
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己

株式

株主

資本

合計
資本

準備金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金
利益

剰余金

合計
別途

積立金

繰越

利益

剰余金

中間純利益      629 629  629

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）
         

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
－ － － － △2,100 2,729 629 － 629

平成20年６月30日残高
（百万円）

20,150 20,319 20,319 590 28,670 633 29,894 △182 70,181

 

評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成19年12月31日残高
（百万円）

25 25 69,578

中間会計期間中の変動額    

別途積立金の取崩   －

中間純利益   629

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額）
△32 △32 △32

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
△32 △32 596

平成20年６月30日残高
（百万円）

△6 △6 70,175

 前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成19年４月1日　至　平成19年12月31日）

 

株主資本

資本金

 新株式

申込

証拠金

資本剰余金 利益剰余金

自己

株式

株主

資本

合計
資本

準備金

資本

剰余金

合計

利益

準備金

その他利益剰余金
利益

剰余金

合計

別途

積立金

繰越

利益

剰余金

平成19年３月31日残高
(百万円)

19,902 56 20,071 20,071 590 25,770 6,515 32,876 △180 72,725

事業年度中の変動額           

新株の発行 248 △56 248 248      439

別途積立金の積立      5,000 △5,000 －  －

当期純損失       △3,610 △3,610  △3,610

自己株式の取得         △1 △1

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額）
          

事業年度中の変動額合計

(百万円)
248 △56 248 248 － 5,000 △8,610 △3,610 △1 △3,172

平成19年12月31日残高
(百万円)

20,150 － 20,319 20,319 590 30,770 △2,095 29,265 △182 69,552
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評価・換算差額等

純資産合計その他

有価証券

評価差額金

 繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

平成19年３月31日残高
(百万円)

584 △311 273 72,998

事業年度中の変動額     

新株の発行    439

別途積立金の積立    －

当期純損失    △3,610

自己株式の取得    △1

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額）
△559 311 △248 △248

事業年度中の変動額合計

（百万円）
△559 311 △248 △3,420

平成19年12月31日残高
(百万円)

25 － 25 69,578
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

満期保有目的債券

　償却原価法（定額法）によっ

ております。

(1）有価証券

満期保有目的債券

　同左

(1）有価証券

満期保有目的債券

　同左

 子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法に

よっております。

子会社株式及び関連会社株式

　同左

子会社株式及び関連会社株式

　同左

 その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定）によっており

ます。

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）によっております。

 時価のないもの

　移動平均法による原価法に

よっております。

時価のないもの

　同左

時価のないもの

　同左

 (2）デリバティブ

　時価法によっております。

(2）デリバティブ

　同左

(2）デリバティブ

　同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）貸与資産

　リース期間を償却年数とし、

リース期間満了時の処分見積価

額を残存価額とする定額法に

よっております。

(1）貸与資産

　同左

(1）貸与資産

　同左

 (2）貸与資産以外の減価償却資産

有形固定資産

　定率法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

　器具備品　　 ３～20年

(2）貸与資産以外の減価償却資産

有形固定資産

　同左

　

　

(2）貸与資産以外の減価償却資産

有形固定資産

　　同左

　

　

  （会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。

　これによる営業損失、経常損

失及び税引前中間純損失に与

える影響は軽微であります。

──────  （会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、当事

業年度より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法に

変更しております。

　これによる営業損失、経常損

失及び税引前当期純損失に与

える影響は軽微であります。　

 無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づいて

おります。

無形固定資産

　同左

無形固定資産

　同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

(1）貸倒引当金

　同左

(1）貸倒引当金

　同左

 (2）ローン保証引当金

　提携ローン等に係る保証債務の

履行に伴って生じる損失に備え

るため、貸倒引当金の計上基準に

準じて計上しております。

(2）ローン保証引当金

　同左

(2）ローン保証引当金

　同左

 (3）賞与引当金

　従業員への賞与の支払いに備え

るため、従業員に対する賞与の支

給見込額のうち、当中間会計期間

に帰属する額を計上しておりま

す。

(3）賞与引当金

　同左

(3）賞与引当金

　従業員への賞与の支払に備える

ため、従業員に対する賞与の支給

見込額のうち、当事業年度に帰属

する額を計上しております。

 (4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（12年）に

よる定額法により費用処理する

こととしております。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（12年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としております。

　

(4）退職給付引当金

　　同左

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時に

おける従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（12年）

による定額法により費用処理し　

ております。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（12年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

 (5）役員退職慰労金

　　　　 ──────

　（追加情報）

　従来、役員の退職慰労金の支

出に備えるため、当社の内規に

基づく必要額を計上しており

ましたが、平成19年４月27日開

催の取締役会及び平成19年４

月26日開催の監査役会におい

て、平成19年６月21日の株主総

会終結の時をもって役員退職

慰労金制度を廃止することを

決定したことに伴い、同廃止日

以降について引当金の計上を

中止いたしました。この役員退

職慰労金制度の廃止に伴い、前

事業年度末役員退職慰労引当

金残高を取崩し、当中間会計期

間末未払額は長期未払金とし

て固定負債の「その他」に含

めて計上しております。

(5）　　　────── 

　

(5）役員退職慰労金 

　　　    ──────

  （追加情報）

　　従来、役員の退職慰労金の支出

に備えるため、当社の内規に基づ

く必要額を計上しておりました

が、平成19年４月27日開催の取締

役会及び平成19年４月26日開催

の監査役会において、平成19年６

月21日の株主総会終結の時を

もって役員退職慰労金制度を廃

止することを決定したことに伴

い、同廃止日以降について引当金

の計上を中止いたしました。この

役員退職慰労金制度の廃止に伴

い、前事業年度末役員退職慰労引

当金残高を取崩し、当事業年度末

未払額は長期未払金として固定

負債の「その他」に含めて計上

しております。

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によって

おります。

　同左 　同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

　ただし、金利スワップの特例処

理の要件を満たすものについて

は、特例処理を採用しておりま

す。

　なお、「リース業における金融

商品会計基準適用に関する当面

の会計上及び監査上の取扱

い」（日本公認会計士協会　業種

別監査委員会報告第19号　平成12

年11月14日）における「負債の

包括ヘッジ」に関する暫定的な

会計処理を行っております。

　 　　 　────── 

　　

　

　

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

　ただし、金利スワップの特例処

理の要件を満たすものについて

は、特例処理を採用しておりま

す。

　なお、「リース業における金融

商品会計基準適用に関する当面

の会計上及び監査上の取扱

い」（日本公認会計士協会　業種

別監査委員会報告第19号　平成12

年11月14日）における「負債の

包括ヘッジ」に関する暫定的な

会計処理を行っております。

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段……金利スワッ

プ取引

・ヘッジ対象……借入金、コ

マーシャルペーパー及び社

債

　

　

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段……金利スワッ

プ取引

・ヘッジ対象……借入金、コ

マーシャルペーパー及び社

債

 (3）ヘッジ方針

　当社は、長期固定料率の取引で

あるリース事業が中心でありま

すが、リース資産購入等の調達資

金は変動金利が主であり、金利変

動リスクを一定の範囲内に限定

する目的で金利スワップを利用

しております。

　

　

(3）ヘッジ方針

　当社は、長期固定料率の取引で

あるリース事業が中心でありま

すが、リース資産購入等の調達資

金は変動金利が主であり、金利変

動リスクを一定の範囲内に限定

する目的で金利スワップを利用

しております。

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象となる負債及びそれ

に対応するリース契約等につい

て、ヘッジ手段となるデリバティ

ブ取引の想定元本がヘッジ対象

の範囲内となるよう収まってお

り、要件を満たしているかどうか

を定期的に検証しております。

　

　

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象となる負債及びそれ

に対応するリース契約等につい

て、ヘッジ手段となるデリバティ

ブ取引の想定元本がヘッジ対象

の範囲内となるよう収まってお

り、要件を満たしているかどうか

を定期的に検証しております。

 (5）その他

　当社のデリバティブ取引は、取

締役会で承認された社内規定に

基づいて執行・管理されており

ます。デリバティブ取引は財務部

が行っており、デリバティブ取引

の取組状況等は、毎月の取締役会

に報告しております。

　内部管理体制については、財務

部内において取引執行を資金課、

事務管理を主計課に分離し相互

牽制機能を持たせております。

　

　

(5）その他

　当社のデリバティブ取引は、取

締役会で承認された社内規定に

基づいて執行・管理されており

ます。デリバティブ取引は財務部

が行っており、デリバティブ取引

の取組状況等は、毎月の取締役会

に報告しております。

　内部管理体制については、財務

部内において取引執行を資金課、

事務管理を主計課に分離し相互

牽制機能を持たせております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

(1）収益の計上基準

　収益の計上は、期日到来基準と

し、次の方法によっております。

(1）収益の計上基準

　同左

(1）収益の計上基準

　同左

 ①クレジット

割賦契約………均分法

　手数料総額を分割回数に按分

し、各割賦期日到来のつど均等

額を収益計上する方法

リボルビング契約………残債

方式

　元本残高に対して一定の料率

で計算した手数料の額を各返

済期日到来のつど収益計上す

る方法

立替払契約………主として78

分法

　手数料総額を分割回数の積数

で按分し、各返済期日到来のつ

ど積数按分額を収益計上する

方法

①クレジット

　同左

①クレジット

　同左

 ②信用保証………主として一括

計上方式

　手数料総額を契約時に一括計

上する方法

②信用保証

　同左

②信用保証

　同左

 ③リース………主として均分法

　手数料総額を分割回数に按分

し、リース期間到来のつど均等

額を収益計上する方法

③リース

　同左

③リース

　同左

 ④融資………主として利息法

　元本残高に対して一定の料率

で計算した利息の額を収益計

上する方法

④融資

　同左

④融資

　同左

 　なお、「リース業における金融

商品会計基準適用に関する当面

の会計上及び監査上の取扱

い」(日本公認会計士協会業種別

監査委員会報告第19号　平成12年

11月14日）の「割賦販売取引の

取扱い」に基づき、従来採用して

いた処理を継続して行っており

ます。

　 　

 (2）金融費用の計上方法

　金融費用は、営業収益に対応す

る費用とその他の費用に区分し

て計上しております。

　その配分方法は、総資産を営業

資産とその他の資産に区分

し、その資産残高を基準として、

営業資産に対応する費用は「金

融費用」に、その他の資産に対応

する費用は「営業外費用」に計

上しております。

(2）金融費用の計上方法

　同左

(2）金融費用の計上方法

　同左

 (3）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方

式を採用しております。

(3）消費税等の会計処理

　同左

(3）消費税等の会計処理

　　同左
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　　　表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

（中間貸借対照表）

　　前中間会計期間において、「信託受益権」として掲記され

ていたものは、当中間会計期間から「営業有価証券」に含

めて表示しております。 

──────

追加情報

前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

 （固定化営業債権の表示の方法）

 前事業年度まで流動資産の「営業貸

付金」及び「その他」に表示してお

りました固定化営業債権については、

重要性が増したため、当中間会計期間

より投資その他の資産の「固定化営

業債権」として表示しております。

 なお、前事業年度末における固定化

営業債権残高は70百万円であります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

──────　　　　　　　　　　  （固定化営業債権の表示の方法）

 前事業年度まで流動資産の「営業貸

付金」及び「その他」に表示してお

りました固定化営業債権については、

重要性が増したため、当事業年度より

投資その他の資産の「固定化営業債

権」として表示しております。

 なお、前事業年度末における固定化

営業債権残高は70百万円であります。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成19年９月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成19年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は、240,178百万円であります。

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は、242,013百万円であります。

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は、243,895百万円であります。

※２．関係会社に対する資産及び負

債（区分掲記したものを除く。)

は次のとおりであります。

営業貸付金　　　28,664百万円

短期借入金　　 222,877百万円　　

※２．関係会社に対する資産及び負

債（区分掲記したものを除く。)

は次のとおりであります。

営業貸付金　　　27,631百万円

短期借入金　　 313,674百万円　　

※２．関係会社に対する資産及び負

債（区分掲記したものを除く。)

は次のとおりであります。

営業貸付金　　  28,435百万円

短期借入金　　 249,282百万円　

※３．営業貸付金及び固定化営業債

権のうち、破綻先債権額は1,969百

万円、延滞債権額は0百万円及び

３ヶ月以上延滞債権額は1,940百

万円及び貸出条件緩和債権額は

3,413百万円であります。

　債権区分については、次の定義

によっております。

※３．営業貸付金及び固定化営業債

権のうち、破綻先債権額は3,883　 

百万円、延滞債権額は1,368百万円

及び３ヶ月以上延滞債権額は

3,906百万円及び貸出条件緩和債

権額は3,133百万円であります。

　債権区分については、次の定義

によっております。

※３．営業貸付金及び固定化営業債

権のうち、破綻先債権額は1,969百

万円、延滞債権額は－百万円及び

３ヶ月以上延滞債権額は1,706百

万円及び貸出条件緩和債権額は

3,359百万円であります。

　債権区分については、次の定義

によっております。

①　破綻先債権

　未収が相当期間継続するなど

未収利息を不計上とすること

が認められる貸付金（以

下、「未収利息不計上貸付金」

という）のうち、破産債権、更

生債権その他これらに準ずる

債権であります。

①　破綻先債権

　同左

①　破綻先債権

　同左

②　延滞債権

　未収利息不計上貸付金のう

ち、破綻先債権に該当しないも

のであります。

②　延滞債権

　同左

②　延滞債権

　同左

③　３ヶ月以上延滞債権

　元本または利息の支払い

が、約定支払日の翌日から３ヶ

月以上延滞している貸付金で、

破綻先債権及び延滞債権に該

当しないものであります。

③　３ヶ月以上延滞債権

　同左

③　３ヶ月以上延滞債権

　同左

④　貸出条件緩和債権

　債務者の経営再建または支援

を図ることを目的として、金利

減免等、債務者に有利となる取

決めを行った貸付金で

破綻先債権、延滞債権及び３ヶ

月以上延滞債権に該当しない

ものであります。

④　貸出条件緩和債権

　同左

④　貸出条件緩和債権

　同左
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前中間会計期間末
（平成19年９月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成19年12月31日）

※４．債権証券化支払債務とは、「特

定債権等に係る事業の規制に関

する法律」に基づく、リース未経

過債権流動化により取得した信

託受益権のうちの証券発行額で

あります。

　　　なお、証券未発行額22,198百万円

は、オフバランス処理しておりま

す。

※４．債権証券化支払債務とは、「特

定債権等に係る事業の規制に関

する法律」に基づく、リース未経

過債権流動化により取得した信

託受益権のうちの証券発行額で

あります。

　　　なお、証券未発行額12,186百万円

は、オフバランス処理しておりま

す。

※４．債権証券化支払債務とは、「特

定債権等に係る事業の規制に関

する法律」に基づく、リース料債

権流動化により取得した信託受

益権のうちの証券発行額であり

ます。

　　　なお、証券未発行額18,188百万円

は、オフバランス処理しておりま

す。

　５．オフバランス債権のうち、次の

ものは担保に供しております。

　「戦略的情報化機器等整備事

業」に基づく譲渡担保

　５．オフバランス債権のうち、次の

ものは担保に供しております。

　「戦略的情報化機器等整備事

業」に基づく譲渡担保

　５．オフバランス債権のうち、次の

ものは担保に供しております。

　「戦略的情報化機器等整備事

業」に基づく譲渡担保

リース債権(期日未経過分含

む。)
    141百万円

リース債権(期日未経過分含

む。)
 149百万円

リース債権(期日未経過分含

む。)
  173百万円

　上記に対応する債務として預り

金133百万円があります。

　上記に対応する債務として預り

金140百万円があります。

　上記に対応する債務として預り

金162百万円があります。

　６．保証債務 　６．保証債務 　６．保証債務

顧客の提携ローン等に係る保

証

  125,063百万円

その他       67百万円

合計  125,131百万円

    

顧客の提携ローン等に係る保

証

 108,471百万円

その他     62百万円

合計 108,534百万円

    

顧客の提携ローン等に係る保

証

  125,906百万円

その他     66百万円

合計  125,973百万円

    

　７．当社においては、カードローン

及びクレジットカード業務に附

帯するキャッシング業務を行っ

ております。また営業貸付金につ

いて極度額まで貸付けることを

約する契約を関係会社との間で

締結しております。当該業務にお

ける貸出未実行残高は次のとお

りであります。

　７．当社においては、カードローン

及びクレジットカード業務に附

帯するキャッシング業務を行っ

ております。また営業貸付金につ

いて極度額まで貸付けることを

約する契約を関係会社との間で

締結しております。当該業務にお

ける貸出未実行残高は次のとお

りであります。

　７．当社においては、カードローン

及びクレジットカード業務に附

帯するキャッシング業務を行っ

ております。また営業貸付金につ

いて極度額まで貸付けることを

約する契約を関係会社との間で

締結しております。当該業務に係

る貸出未実行残高は次のとおり

であります。

信用供与限度

額及び極度額

の総額

 34,540百万円

貸出実行残高  26,236百万円

差引額   8,304百万円

信用供与限度

額及び極度額

の総額

34,332百万円

貸出実行残高 25,194百万円

差引額 9,137百万円

信用供与限度

額及び極度額

の総額

34,507百万円

貸出実行残高  26,004百万円

差引額 8,502百万円
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前中間会計期間末
（平成19年９月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前事業年度末
（平成19年12月31日）

※８．中間会計期間末日の満期手形

の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったため、

次の満期手形が中間会計期間末

日の残高に含まれております。

 　　　支払手形　　　　38百万円

※８．　　　──────

　

※８．期末日満期手形の会計処理に

ついては、当事業年度の末日は金

融機関の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして処理

しております。当事業年度末日満

期手形は次のとおりであります。

 　　　受取手形　　　 224百万円

 ※９．　　　──────  ※９．固定化営業債権は、財務諸表等

規則第32条第１項第10号の債権

であります。

※９．　同左

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

※１．減価償却実施額は、次のとおり

であります。

※１．減価償却実施額は、次のとおり

であります。

※１．減価償却実施額は、次のとおり

であります。

有形固定資産  32,118百万円

無形固定資産  12,711百万円

合計  44,830百万円

有形固定資産  32,590百万円

無形固定資産  12,508百万円

合計  45,099百万円

有形固定資産 47,527百万円

無形固定資産 18,798百万円

合計 66,326百万円
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 (中間株主資本等変動計算書関係）
 前中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）
　
 自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数

（株）

当中間会計期間増加

　　株式数（株）

当中間会計期間減少

　　株式数（株）

当中間会計期間末株

式数（株）

 自己株式     

 　普通株式 100,182 447 － 100,629

 　　　　合計 100,182 447 － 100,629

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加447株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
　
　
 当中間会計期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年６月30日）
　
 自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数

（株）

当中間会計期間増加

　　株式数（株）

当中間会計期間減少

　　株式数（株）

当中間会計期間末株

式数（株）

 自己株式     

　 全部取得条項付普通株式 40,118,801 － － 40,118,801

 　　　　合計 40,118,801 － － 40,118,801

　
　
 前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成19年12月31日）
　
 自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式数

（株）

当事業年度増加株式

数（株）

当事業年度減少株式

数（株）

当事業年度末株式数

（株）

 自己株式     

 　普通株式（注）１ 100,182 522 100,704 －

　 全部取得条項付普通株式

（注）２
－ 40,118,801 － 40,118,801

 　　　　合計 100,182 40,119,323 100,704 40,118,801

　(注）１.普通株式の自己株式の株式数の増加522株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、自己株式の株式数の

　　　 　 減少100,704株は全部取得条項付普通株式への転換による減少であります。

　　　 ２.全部取得条項付普通株式の株式数の増加40,118,801株は、全部取得条項付普通株式の取得と引換えに、Ａ種

　　　　　種類株式を交付したことによる増加であります。　　　 　
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１．借主側

　当中間会計期間において、転貸

リース以外のリース取引は該当が

ありませんので、未経過リース料以

外の項目については、記載を省略し

ております。

１．借主側

　当中間会計期間において、転貸

リース以外のリース取引は該当が

ありませんので、未経過リース料以

外の項目については、記載を省略し

ております。

１．借主側

　当事業年度において、転貸リース

以外のリース取引は該当がありま

せんので、未経過リース料以外の項

目については、記載を省略しており

ます。

　未経過リース料中間期末残高相当

額（転貸リースに係る額)

　未経過リース料中間期末残高相当

額（転貸リースに係る額)

　未経過リース料期末残高相当額

（転貸リースに係る額)

１年以内 33,052百万円

１年超 67,277百万円

合計 100,329百万円

１年以内 27,236百万円

１年超 46,775百万円

合計 74,012百万円

１年以内 31,328百万円

１年超 61,010百万円

合計 92,338百万円

２．貸主側

(1）固定資産に含まれているリー

ス物件の取得価額、減価償却累計

額及び中間期末残高（無形固定

資産を含む。）

２．貸主側

(1）固定資産に含まれているリー

ス物件の取得価額、減価償却累計

額及び中間期末残高（無形固定

資産を含む。）

２．貸主側

(1）固定資産に含まれているリー

ス物件の取得価額、減価償却累計

額及び期末残高（無形固定資産

を含む。）

 貸与資産

取得価額 589,675百万円

減価償却累計額 312,176百万円

中間期末残高 277,498百万円
  

 貸与資産

取得価額 611,505百万円

減価償却累計額 315,432百万円

中間期末残高 296,072百万円
  

 貸与資産

取得価額 600,529百万円

減価償却累計額 315,838百万円

期末残高 284,691百万円
  

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額

(2）未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 118,032百万円

１年超 263,709百万円

合計 381,742百万円

１年以内 115,820百万円

１年超 255,742百万円

合計 371,563百万円

１年以内 117,445百万円

１年超 260,066百万円

合計 377,512百万円

　このうち転貸リース取引に係る

貸主側の未経過リース料の中間

期末残高相当額は100,329百万円

（うち１年以内は33,052百万円）

であります。

　なお、借主側の残高相当額は同

一であり、上記の借主側に記載の

とおりであります。

　このうち転貸リース取引に係る

貸主側の未経過リース料の中間

期末残高相当額は74,012百万円

（うち１年以内は27,236百万円）

であります。

　なお、借主側の残高相当額は同

一であり、上記の借主側に記載の

とおりであります。

　このうち転貸リース取引に係る

貸主側の未経過リース料の期末

残高相当額は92,388百万円

（うち１年以内は31,328百万円)

であります。

　なお、借主側の残高相当額は同

一であり、上記の借主側に記載の

とおりであります。

(3）受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額

(3）受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額

(3）受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額

受取リース料 51,989百万円

減価償却費 43,436百万円

受取利息相当額 8,813百万円

受取リース料 53,266百万円

減価償却費 44,102百万円

受取利息相当額 8,364百万円

受取リース料 78,225百万円

減価償却費 64,312百万円

受取利息相当額 13,120百万円
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前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

(4）利息相当額の算定方法

　リース料総額と見積残存価額の

合計額からリース物件の購入価

額を控除した額を利息相当額と

し、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

(4）利息相当額の算定方法

　同左

(4）利息相当額の算定方法

　同左

オペレーティング・リース取引

１．借主側

　該当事項はありません。

オペレーティング・リース取引

１．借主側

　該当事項はありません。

オペレーティング・リース取引

１．借主側

　該当事項はありません。

２．貸主側

未経過リース料

２．貸主側

未経過リース料

２．貸主側

未経過リース料

１年以内 1,006百万円

１年超 723百万円

合計 1,729百万円

１年以内 410百万円

１年超 773百万円

合計 1,184百万円

１年以内 877百万円

１年超   725百万円

合計 1,603百万円

（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成19年9月30日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

 
中間貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

 関連会社株式 1,006 682 △324

合計 1,006 682 △324

当中間会計期間末（平成20年6月30日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

 
中間貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

 関連会社株式 1,006 698 △308

合計 1,006 698 △308

前事業年度末（平成19年12月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

 
貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

 関連会社株式 1,006 670 △336

合計 1,006 670 △336
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（１株当たり情報）

項目
前中間会計期間

（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額             1,737円17銭 2,192,969,419円16銭 2,174,314,240円72銭

１株当たり中間純利益金額

又は１株当たり中間(当期）

純損失金額（△）

  △94円56銭  19,662,799円53銭 △112,834,673円38銭

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期）純利益金額

潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１

株当たり中間純損失であるた

め、記載しておりません。 

 　潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜

在株式が存在しないため、記載

しておりません。 

　当社は、平成19年11月20日付

で、全部取得条項付普通株式１

株につき、Ａ種種類株式を125

万分の１株の割合をもって交

付しております。なお、前事業

年度の開始の日に当該株式交

付が行われたと仮定した場合

における１株当たり情報の各

数値はそれぞれ以下のとおり

であります。

 （前中間会計期間）

１株当たり純資産額

　　　2,172,454,109円09銭

１株当たり中間純損失金額

　　　 △118,191,326円28銭

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額

　１株当たり中間純損失である

ため、記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株

当たり当期純損失であるため、

記載しておりません。 

　当社は、平成19年11月20日付

で、全部取得条項付普通株式１

株につき、Ａ種種類株式を125

万分の１株の割合をもって交

付しております。なお、前事業

年度の開始の日に当該株式交

付が行われたと仮定した場合

における１株当たり情報の各

数値はそれぞれ以下のとおり

であります。

（前事業年度）

１株当たり純資産額

　　　2,281,209,193円00銭

１株当たり当期純利益金額

　　　　196,310,721円38銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額

　　　　189,362,897円26銭　

　（注）１.　１株当たり中間純利益金額又は１株当たり中間(当期）純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり中間純利益金額又は１株当た

り中間(当期）純損失金額
   

中間純利益又は中間(当期）純損失（△）

（百万円）
△3,782 629 △3,610

 普通株主に帰属しない金額（百万円）　 － － －

普通株式に係る中間純利益又は普通株式

に係る中間(当期）純損失（△）（百万

円）

△3,782 629 △3,610

期中平均株式数（株） 39,995,133 32 32

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － －

普通株式増加数（株） － －　 －
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前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益金額

の算定に含めなかった潜在株式の概要

 ──────  ──────  ──────

　 (注）２. １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

 前中間会計期間末
（平成19年９月30日）

当中間会計期間末
（平成20年６月30日）

前会計年度
（平成19年12月31日）

 純資産の部の合計額（百万円） 69,518 70,175 69,578

純資産の部の合計額から控除する

金額（百万円）
－ － －

普通株式に係る中間期末（期末）

の純資産額（百万円）
69,518 70,175 69,578

１株当たり純資産額の算定に用い

られた中間期末（期末）の普通株

式の数（株）

40,018,172 32 32

　（注）３. １株当たり純資産額の算定及び１株当たり中間純利益又は１株当たり当期純損失の計算に当たっては、

　　　　　　Ａ種種類株式の期末発行済株式数で計算しております。　
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

────── １．株式会社三洋ビジネスプラニン

グ及び株式会社三洋カーシステムの

吸収合併

　当社は、平成20年６月20日開催の取

締役会における合併契約書の承認決

議により、平成20年８月１日を合併

期日として、株式会社三洋ビジネス

プラニング及び株式会社三洋カーシ

ステムと合併いたしました。

  

　詳細については、「第５　経理の状

況　１中間連結財務諸表等　（１）中

間連結財務諸表　注記事項（重要な

後発事象）」に記載のとおりであり

ます。

 

２．合同会社ＳＴＶパートナーズの

吸収合併

　当社は、平成20年８月21日開催の取

締役会において、当社の完全親会社

である合同会社ＳＴＶパートナーズ

と合併することを決議し、平成20年

８月25日付けで平成20年９月30日を

効力発生日とする合併契約を締結い

たしました。

  

　詳細については、「第５　経理の状

況　１中間連結財務諸表等　（１）中

間連結財務諸表　注記事項（重要な

後発事象）」に記載のとおりであり

ます。

 

──────
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前中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成20年１月１日
至　平成20年６月30日）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成19年12月31日）

　 ３．ＧＥジャパン・ホールディング

ス株式会社との株式交換

　当社は、平成20年８月21日開催の取

締役会において、ＧＥジャパン・

ホールディングス株式会社（以下Ｇ

ＥＪＨ）との間でＧＥＪＨを完全親

会社、当社を完全子会社とするため

の株式交換を行うことを決議し、平

成20年８月25日付で株式交換契約を

締結いたしました。

  

　詳細については、「第５　経理の状

況　１中間連結財務諸表等　（１）中

間連結財務諸表　注記事項（重要な

後発事象）」に記載のとおりであり

ます。

 

　

　 ４．社債の発行

　当社は、平成20年９月９日開催の取

締役会において、無担保普通社債

（私募債）の発行を決議し、平成20

年９月16日に発行いたしました。

 

　詳細については、「第５　経理の状

況　１中間連結財務諸表等　（１）中

間連結財務諸表　注記事項（重要な

後発事象）」に記載のとおりであり

ます。

　

（２）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度(第47期)(自平成19年４月１日至平成19年12月31日)平成20年３月21日近畿財務局長に提出。

(2）臨時報告書

　　平成20年２月８日近畿財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（提出会社の代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であ

ります。

平成20年６月20日近畿財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３（提出会社の合併）に基づく臨時報告書であります。

平成20年９月１日近畿財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３（提出会社の合併）に基づく臨時報告書であります。　

平成20年９月１日近畿財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換）に基づく臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成19年12月21日

三洋電機クレジット株式会社  

 取締役会　御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 安藤　通教　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 野島　浩一郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

三洋電機クレジット株式会社の平成19年４月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、三洋電機クレジット株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成20年９月19日

ＧＥ三洋クレジット株式会社  

 取締役会　御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小堀　孝一　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松井　理晃　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ＧＥ三洋クレジット株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成20

年１月１日から平成20年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、ＧＥ三洋クレジット株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成20年１月１日から平成20年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。

追記情報

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年８月１日に子会社である株式会社三洋カーシステム及び株

式会社三洋ビジネスプラニングを吸収合併した。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年８月21日開催の取締役会において、親会社である合同会社Ｓ

ＴＶパートナーズを吸収合併することを決議し、平成20年８月25日に合併契約書を締結した。

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年８月21日開催の取締役会において、ＧＥジャパン・ホール

ディングス株式会社を株式交換完全親会社、会社を株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、平成20年

８月25日に株式交換契約書を締結した。

４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年９月９日開催の取締役会決議に基づき、平成20年９月16日に

無担保普通社債を発行した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成19年12月21日

三洋電機クレジット株式会社  

 取締役会　御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 安藤　通教　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 野島　浩一郎　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

三洋電機クレジット株式会社の平成19年４月１日から平成19年12月31日までの第47期事業年度の中間会計期間（平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

三洋電機クレジット株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成20年９月19日

ＧＥ三洋クレジット株式会社  

 取締役会　御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小堀　孝一　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松井　理晃　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ＧＥ三洋クレジット株式会社の平成20年１月１日から平成20年12月31日までの第48期事業年度の中間会計期間（平成20年

１月１日から平成20年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

ＧＥ三洋クレジット株式会社の平成20年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成20年１月

１日から平成20年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

追記情報

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年８月１日に子会社である株式会社三洋カーシステム及び株

式会社三洋ビジネスプラニングを吸収合併した。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年８月21日開催の取締役会において、親会社である合同会社Ｓ

ＴＶパートナーズを吸収合併することを決議し、平成20年８月25日に合併契約書を締結した。

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年８月21日開催の取締役会において、ＧＥジャパン・ホール

ディングス株式会社を株式交換完全親会社、会社を株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、平成20年

８月25日に株式交換契約書を締結した。

４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年９月９日開催の取締役会決議に基づき、平成20年９月16日に

無担保普通社債を発行した。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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